
 
 
 
 
 

2023年2月 
 
 
 
 
 
 
 
 

生産性研究からの教訓 
 

日本における戦略への適用 
 

 

マーティン・ニール・ベイリー  

ブルッキングス研究所 名誉シニアフェロー 

公益財団法人日本生産性本部 仮訳 



概要 
本研究は、生産性研究から得られた教訓の一部を紹介するものである。生産性に関する主要

な実証的な問題がどの程度解決されたかを検証している。生産性上昇率の残差（TFP、訳

注：全要素生産性）にはまだ不可解な点があるが、ソフト・イノベーションと新しいビジネ

スモデルが重要な貢献をしていると見られている。経済全体および産業別上昇率データの分

析により、一部の産業が経済全体の成長に大きく寄与していることが示された。特筆すべき

は、米国のTFP上昇に対するハイテク産業の寄与が大きいことである。同様の結果は、日本に

ついても当てはまる。また、ビジネス・エコノミクス（企業経済学）の知見を用いた異業種

間の生産性水準国際比較から得られた教訓についても、さらに詳しくまとめている。競争激

化は生産性にプラスに働き、規制や貿易制限はマイナスに働く。生産性研究の教訓は、日本

における生産性向上を促す戦略策定のために適用され、規制により保護された産業の底上げ、

教育システムの改善、ハイテク分野における日本の強みを回復する必要性を強調している。 
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I. はじめに 
生産性とは、一定の投入量によって生み出される

アウトプットの量を示す尺度である。生産性が高け

れば高いほど、労働者、資本、天然資源によって生

産できる財やサービスの量は多くなる。何十年にも

わたる生産性の向上は、米国、欧州、日本を豊かな

国へと変貌させた。産業革命以降の進歩は奇跡的で

あり、これらの国々のほとんどの人々が快適な生活

を送り、さまざまな経済的機会を得ることができる

ようになった。生産性の向上は唯一の要因ではない

が、生活水準を向上させ、人々を貧困から救い出す

最も重要な要因である。 

 
世界経済は変化しているが、生産性はなお重要な

のだろうか。地球温暖化に対する懸念は合理的であ

り、排出量削減も必要である。また、経済全体の生

産性向上が労働者の賃金上昇傾向と必ずしも一致し

ないため、経済パフォーマンスに対する不満もみら

れる。特に米国では、自動化と貿易により、中産階

級の収入源であった多くの仕事が失われている。こ

れは、日本を含む他の先進国でも同様である。 

 
しかし、生産性の向上はこれまでと同様に重要で

ある。気候変動課題に対処するためには、無公害の

エネルギー源への転換、現在保有する車輌ストック

の交換、建物の断熱等のために多額の投資をする必

要がある。研究開発資金は、排出量削減方法を探す

ために（正しく）使われており、世界で最も有能な

人材の多くは、いかに多くのアウトプットを生み出

すかよりも、気候変動に注目している。先進国では

ここのところ、生産性の上昇が鈍化しており、気候

変動への対応はさらに成長の足を引っ張ることにな

る。つまり、気候変動に関する目標の達成を条件と

し、資源を可能な限り効率的かつ生産的に利用する

ことが、今日より一層重要なのだ。生産性が着実に

向上し続ければ、気候変動対策のために必要な犠牲

を相殺することができるだろう。さらに、生産性の

向上がすべての労働者の賃金上昇に全く同じような

傾向では反映されないにせよ、生産性の向上が加速

すれば、平均して賃金の上昇も加速するし、低所得

者支援の原資も増やすことができるだろう。 

 

この研究の最初の部分は、筆者自身が生産性研究の

キャリアから得た教訓について述べている。私はこれ

まで、多様な経歴や出身の、さまざまな才能ある人々

と仕事をする機会に恵まれてきた。その中には、学術

的な伝統に則って、学術誌やブルッキングス研究所で

発表された研究もあれば、ある一流経営コンサルティ

ング企業による一連の生産性研究もある。この2つの

アプローチは、互いに補完し合うものであった。学術

研究は、データを使用しているため他の研究者が再現

可能であり、その分野の多くの偉大な先人による研究

成果の上に成り立っている。ただし学術研究の欠点は、

一般的に著者が企業や産業がどのように運営されてい

るかについての詳細な知識が欠如していることである。

これに対し、コンサルティング企業の研究では、企業

や産業界と長年にわたって仕事をしてきたシニアの専

門家が参加している。企業による研究の欠点は、多大

な費用をかけない限り、これらの研究を再現すること

ができないことである。そして、経済学的な専門性を

高めるために学術顧問チームが設けられ、ノーベル賞

受賞者のRobert M. Solowが諮問委員会の委員長を約

10年にわたり務めた。私は、これらの研究の多くに

広く携わった。 

 
本研究の後半では、生産性研究の教訓を日本に適用

することを試みる。生産性上昇の潜在力について、日

本は特に高い。日本経済は1960年代に急成長した。熟

練した労働力、高い投資率、そして強力な技術基盤に

より、日本の生産性上昇率は、米国よりもはるかに急

速だった。日本企業は多くの技術で世界をリードする

ようになり、日本の生産性は、米国やドイツなどの先

進欧州諸国水準に収束していくかにみえた。 

しかし、日本が欧米レベルの生産性水準へと収束す

るプロセスは長く続かず、日本の生産性水準は他の先

進国に及ばないままである。ここ数年は、日本経済の

後れが懸念されるほどに至ってしまった。この相対的

な低下を逆転させて経済的なキャッチアップを完了

し、世界トップレベルの生産性水準に完全に収束する

ためには、日本は厳しい選択を迫られることになるだ

ろう。伝統産業と雇用のあり方を変更する必要があ

り、すべての日本人がそのような変化を望むわけでも

ないだろう。 
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留意点を2 つ示したい。第一に、この教訓のレビュ

ーは、私自身の興味と私が関わった研究によって方向

づけられたものである。ここでは取り上げない、数多

くの優れた研究もある。さらに、私は日本も対象とし

た生産性研究に携わってきたが、日本経済の専門家で

はない。 

 

II. 生産性研究が解明

を目指してきた論点 
1957年、Robert Solowは、歴史的に労働生産性の

上昇の約80％が労働者一人当たりの資本の増加によ

るものではなく、現在では全要素生産性（TFP）と

呼ばれる残差要素によるものであり、多くの場合技

術変化や技術進歩に関係していることを発見した1。

その後の生産性に関する多くの研究では、この驚く

べき発見をより理解し、この大きな成長残差の背後

にあるものを解明しようと試みた。Solowは、技術

が資本財に具現化されるモデル、すなわちヴィンテ

ージ・キャピタル・モデルを探求した。このモデル

は、経済に対する重要な洞察であり、最先端の機械

を使用することによる生産性の優位性を強調するも

のである。しかし、このようなモデルにおいても、

技術進歩のペースが長期的な成長の最も重要な推進

力であることに変わりはない。技術進歩が鈍化すれ

ば、新しい世代の資本はそれ以前の世代の資本に比

べて生産性における優位性をあまり生み出さなくな

るため、投資は収穫逓減に陥り、企業にとって投資

の収益性は低下する。急速な技術革新は、多額な投

資を行うための最も重要な原動力である。 

 
ハーバード大学の Dale Jorgenson2とブルッキング

ス研究所の Edward Denison3の研究は重要な相違点が

あり、不一致もみられたが、残差であるTFPの解明と

いう共通の目標があった。彼らは、資本サービスの生

産への流入が資本ストックとどのように異なるか、教

育や勤続経験が労働力の生産性にどのような影響を与

えるか、研究開発が経済成長にどのように寄与するか、

そして規模の経済と規制の影響について研究した。 

 Jorgensonは新古典派成長モデルを発展させ、彼の生産

性のフレームワークは現在も世界中で使用されている。 

 
JorgensonとDenisonは、人的資本の寄与を明らかに

するなどTFPの部分的な解明に成功したが、米国や他の

先進国に特徴的な労働生産性急上昇の主要因となった

TFP上昇の性質と決定要因については、今日に至るまで

大きな謎である。TFP上昇の決定要因や国によってTFP

が異なっている背景を解明することは、依然として重

要な問題であり、謎であり続けている。 

 

米国では1973-74年にかけて生産性上昇の急激な鈍化

が起こり、生活水準と経済政策に大きな影響を与えた。

この生産性上昇の鈍化は、TFPの解明にも変化をもたら

した。生産性上昇の低下は、TFP上昇率の大幅な低下と

結びついており、説明できない生産性の残差も非常に

小さくなったのだ。また、同時期に資本蓄積も鈍化し

たが、これは技術進歩が鈍化した経済下では新規投資

の魅力が薄れてしまうため、TFP上昇の低下と関連する

可能性がある。では、なぜ1970年代前半に米国で成長

が急減速し、他の先進国でも減速が起こったのだろう

か。 

 
1970年代前半の生産性上昇の鈍化で特に不可解なの

は、成長スピードの低下が極めて急激だったことであ

る。仮に、TFP 上昇が長期にわたって徐々に低下してい

くのであれば、技術的機会の段階的な枯渇が原因であ

ると考えるのが自然であろう。技術進歩が世界に存在

する様々な可能性の中から新しいビジネスモデルや技

術を選択していくプロセスであるとすれば、生産性を

高める新しい方法を見つけること自体が次第に難しく

なると考えるのは自然であろう。技術進歩がこのたと

えの通りならば、1950年から1970年にかけての絶え間

ない成長によって、新しい技術やアイデアの源泉も

徐々に狭められたため、生産過程での収穫が逓減してし

まったといえる。しかし、1970年代前半に起こった成

長鈍化の性質は、このような漸進的な衰退という考えで

は説明しづらい。上昇率の急激な低下は、経済史の不

可解かつ重要な特徴である。生産性を向上させるイノ

ベーションが見つかりにくくなったというのはおそら

く正しいのだろうが、生産性上昇の鈍化はまだ十分に

解明されていない謎である。 
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経済学者や政策立案者が低成長時代に適応しようと

していた矢先、米国の生産性上昇率は突然約10年間に

わたり再び上昇し、その後再び鈍化した。そしてそれ

は新たな経済成長の謎となった。なぜ米国では1995年

から2004年にかけて生産性の上昇率が回復し、その後

再び鈍化したのだろうか。 

 
図1は、1948年以降米国で生産性が鈍化・上昇した

期間ごとに、非農業部門における労働生産性全体とし

ての上昇率と、それに対するTFP、資本集約度、労働

の質（労働力の年齢、学歴、性別の質的な構成の変化

のことで、米労働統計局による推定値）それぞれの寄

与を示したものである。 

図1から下記が分かる。 

1. 1973年前後に起きた成長率の鈍化は、

TFPが年2.2％から0.5％へと大きく低下したこ

とが原因である。 

2. 労働の質の寄与は全期間を通じてほぼ一

定である。しかし一貫して寄与はしているもの

の寄与度は大きいものではなく、期間ごとの成

長率の変動を説明するものではない。 

3. 労働生産性上昇に対する資本の寄与度は、

TFP上昇の上下に合わせて上昇・下降する傾向

がある。しかし、1995年から2004年の期間は、

資本の寄与が非常に大きい期間として際立って

いる。この時期は、コンピューターの価格が急

速に下落し、コンピューターへの投資が活況を

呈していた時期である。実質（質調整済）資本

の増加は非常に大きかったと推定される。 
図1 

米国の労働生産性上昇 1948-2019年 
 
 
 
 

 
2004-2019 

 
 
 
 

1995-2004 
 
 
 
 

1973-1995 
 
 
 
 

1948-1973 

全要素生産性 資本集約度 労働の質 
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出典：サンフランシスコ連邦準備銀行、2022年  

注：2020年はパンデミックにより全要素生産性-1.9%、資本集約度3.6%、 

労働の質0.9%と異常値となったため、本グラフでは省略されている。
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生産性の伸びが鈍化しているのは、米国だけでは

ない。1950年代の米国経済は、戦争中に深刻な被害

を受けた日本や欧州に比べ、生産性が非常に高かっ

た。戦後、日欧は米国を上回る急成長を遂げ、生産

性格差は解消されていった。しかし、1970年代以降、

生産性の鈍化は先進国のほとんどに影響を及ぼした。

OECDのデータを基にした米国コンファレンス・ボー

ドの研究は、生産性減速のパターンを示している。

ホドリック・プレスコット・フィルター（HPフィル

ター）と呼ばれる手法で、生産性の年次データを取

った上で、年ごとの上昇率を平滑化し、より長期の

傾向を描き出す。図 2は、日本、英国、米国、ユー

ロ圏の4地域の結果を示している。この図から、日本

の生産性は1970年（およびそれ以前）には非常に高

かったが、それ以降はほぼ継続的に減速しているこ

とがわかる。英国の生産性上昇は一時期安定してい

たが、1990年代半ばから劇的に鈍化している。米国

では1970年代に成長が鈍化し、その後、成長が加速

した時期があったが、再び鈍化している（図1のデー

タと一致）。ユーロ圏も、統合地域としてのデータ

以降、単調に減速している。世界全体でも2000年代

半ばから成長が鈍化していることが明らかになって

いる。 

  図2に示された結果は、慎重に解釈されなければな

らない。たとえば、米国の線は、1990年代前半に生産

性上昇率が改善し始めたことを示しているが、これは

年次データでは全くみられない所見である。HPフィル

ターは滑らかな線を描き、急激な変化を許さないため

に起こる現象といえる。そのような制約はありつつも、

図2のようなフィルターをかけたデータでは、年次で変

化する数値を観測するだけでは見えなくなっていたパ

ターンを見ることができる。図2は、重要なことを提示

している。すなわち、日本や欧州は、戦後急速に経済

成長を遂げ、米国の生産性水準に追いついた。しかし、

その後この成長は非常に顕著に鈍化し、米国の緩やか

な上昇率を下回ることさえある、という点である。 

 
図3は、米国、日本、英国、ドイツの4大経済大国の

労働時間当たりGDPの水準を示したもので、国ごとの

生産性パターンをより深く理解することができる。

1980年代末には、ドイツの生産性水準は米国のそれに

近づき、他のいくつかの欧州経済でも同様の生産性成

長が見られた4。

 

図2 

雇用者一人当たりの労働生産性上昇率の推移 
HPフィルターで平滑化したもの 
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出典：コンファレンス・ボード トータル・エコノミック・データベース(2021年) 
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図3 

主要国における生産性水準 

日本、ドイツ、英国、米国の労働時間当たりGDP（1970-2019年）（米ドル） 
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出典：OECD 
 

 

しかし、日本や英国はそうはいかず、日本の米国と

の生産性水準格差はかなり大きい。このことは、さ

らなる疑問であり謎だ。各国の生産性水準はどのよ

うに関係しているのか、なぜ一部の国では収束が未

完了なのか。 

 
これまでの議論は、経済全体の生産性を測定するこ

とに基づいていた。経済全体レベルでの生産性研究は

貴重であるが、一方で経済は様々な産業に分類された

何千もの企業で構成されている。上記の4つの質問に

対する答えは、企業や産業の性質によって異なる。建

設業とコンピューター産業とでは、生産性上昇のスピ

ードもその決定要因も大きく異なる。 

 
本研究の残りの部分では、主に業種ごとの生産性に

ついての教訓に重点を置き、簡単な議論ではあるが、

企業や事業所レベルのデータを用いた分析から得られ

る教訓についても言及していく。最終的な目的が経済

全体レベルの生産性を理解することであっても、産業

別生産性を見ることは重要である。産業別生産性研究

から、我々は何を学ぶことができるだろうか。 

 
III. 経済全体の生産性

上昇に対する各産業寄

与度 
経済全体の成長に対する各産業の寄与度を把握する

方法として、Domar集計を利用して導き出された結果

を利用する方法がある5。Evsey Domar は、各産業の 

TFP 成長が経済全体の成長にどの程度寄与しているか

を測定する方法を示した。例えば、経済における企業

の TFP 成長に対する製造業の寄与度、あるいは小売業

の寄与度など、産業別に推計することができる。この

考え方は OECD の『生産性ハンドブック』で紹介され

ている6。 

 
米国経済のビジネスセクターについて、1987-2019 

年のTFP 上昇率を産業別に分解した結果を図 4 に示

す。1987年以前は、米国の産業の定義が異なってい

たため、分析も1987年から開始している（例えば、

コンピューター／電子製品は、1987年以前は独立し

た産業ではなかった）。なお2020年の結果は出てい

るが、コロナ禍の影響により、結果の解釈が困難に

なっている。

労
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図4 で直ちに明らかになるのは、米国における TFP 

上昇率全体に対する一部の産業の重要性が極めて高い

ということである。製造業、小売・卸売業、情報産業

が占める割合は、合計すると経済全体のTFP上昇の

85%に相当する。サービス業、鉱業、運輸業、農業、

公益事業がいずれも TFP 上昇率にプラスに寄与する一

方、金融業と建設業はともに TFP 上昇率を低下させた。

最も顕著なのは、製造業の寄与度が非常に大きいこと

である。製造業の寄与は全体の 43％に相当する。こ

れは、他の産業が重要でないと軽視しているのではな

く、米国経済における製造業の規模が小さいことをふ

まえると、その役割の大きさに驚かされるのである。

小売業と卸売業の貢献も著しい。 

 
製造業の寄与度は非常に大きく、この上昇は製造

業のどの業種に由来しているのかを調べる価値があ

る。そこで、製造を構成する各業種についても

Domar分析し、結果として図5を得た。 

 
 

本分析において注目すべきなのは、1987 年から 

2019 年にかけて、ほぼすべての TFP 上昇がコンピュ

ーター／電子製品という一つの業種からもたらされて

いることである7 。図 4 と同様に、他の業種からのプ

ラスの寄与もあるが、それはあまり大きくなく、特に

化学製品など他業種のマイナス寄与によって相殺され

てしまっている。この図は、米国のハイテク部門が、

雇用やGDPに占める割合ではそれほど大きくないもの

の、生産性上昇には非常に重要であることを物語って

いる。製造業の各業種をみることで得られるもう一つ

の重要な結果は、近年どの産業が低成長であったかを

見ることである。その結果は、表1に示されている。こ

の表で最も驚くべき点は、コンピューター・電子製品

産業が2014年以降の期間において、TFPの変化がマイ

ナスになったようにみえるという事実だ。このように、

全期間を通じて製造業全体だけでなく企業経済全体の

生産性の最大の推進力であった業種であるコンピュー

ター／電子製品において、パンデミック前の5年間、

すでに生産性が後退していたのである。

図4 

米国全体のTFP上昇率に対する各産業の寄与度 

Domarウェイトを用いた米国TFPの集計結果（1987年～2019年） 

製造業 

 小売業 

卸売業 
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しかし、ある産業や業種において そもそもTFP がマ

イナス成長となる時期があることは意外である。

TFP 上昇といえば、技術的進歩や事業改善を意味す

ると考えるのが自然であろう。なぜ、ある企業や産

業において生産性の後退がありえるのだろうか。こ

の疑問に対する答えは簡単ではなく、データの誤り

を反映している可能性もある。生産性に関する知識

は不完全であることを常に念頭に置き、過大評価し

ないことが重要である。とはいえ、TFP上昇率が数

年にわたりマイナスである場合、実際にある企業が

困難に直面している可能性もある。たとえば、資本

投資の判断ミスや、資本が意図されたとおりに活用

されていない場合もあるだろう。 

 

労働者が売れない製品を生産している可能性もある。

マイナスのTFP上昇率は、その産業に問題がある可能

性を示す警告であり、さらに調査すべきであろう。 

 
 

テクノロジーサービスの寄与度を測る 

-FAANG等 

 
フェイスブック、アップル、アマゾン、ネットフリッ

クス、グーグル（合せてFAANG企業と呼ばれる）は、米

国だけでなく、世界中から大きな注目を浴びている。こ

れらの企業は、それぞれの市場を支配し、株式市場に

おいて莫大な富を生み出した8。 

 

図5 

米国製造業のTFP上昇率に対する各業種の寄与度 

Domarウェイトを用いた米国TFPの集計結果（1987-2019年）：製造業の各業種 

 

コンピューター／電子製品   

石油・石炭製品 

自動車・自動車部品 

鉄鋼 

プラスチック・ゴム製品 

印刷 

その他 

電気機器・家電製品等 

機械 

金属加工 

食品・飲料・タバコ 

化学製品 

合計 

 

 

 

 

出典：米国労働統計局 
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表1：製造業の各業種別TFP成長率（特定年） 
 

業種 1987-2019年平均 2014-2019年平均 

コンピューター／電子製品 1.352 -0.1283 

石油・石炭製品 0.1106 -0.02076 

自動車・自動車部品 0.07872 0.005369 

その他の製造業 0.05343 0.003931 

鉄鋼 0.05133 0.002389 

プラスチック・ゴム製品 0.04991 0.04953 

印刷 0.03279 -0.2391 

繊維 0.02110 0.03736 

非鉄金属 0.01606 -0.01649 

電気機器・家電製品等 0.009201 0.03532 

紙製品 0.004430 0.03553 

家具等 -0.003178 -0.02837 

衣料品、皮革製品 -0.005105 -0.09439 

木材製品 -0.01570 0.2718 

機械 -0.03092 0.03779 

金属加工 -0.03923 -0.1487 

食品・飲料・タバコ -0.04698 -0.08000 

その他輸送用機器 -0.05003 0.02392 

化学製品 -0.2123 0.01078 

製造業全体 1.377 -0.2424 

 
 

そして、FAANG企業の生産性向上への寄与について

は、非常に難しい問題であることがわかった。生産

性の測定方法や測定におけるミスは、ブルッキング

ス研究所において重要な研究分野であり、最近では

Karen Dynan and Louise Sheiner（2018）が主導して

いる。ここは、複雑な測定問題を本格的に議論する

場ではないが、測定問題を説明する方法として、

FAANG企業について簡単に説明する。 

 
アマゾンは卸売業・小売業に分類される9 。オンラ

イン販売では、アマゾンは最大企業であり、アマゾン

 

の生産性は、一般家庭や企業からの注文を迅速かつ効

率的に処理できる点で非常に優れている。私はアマゾ

ンの施設を訪問しその様子に驚嘆したことがあるが、

アマゾンの従業員は高い効率性達成のために厳しい労

働条件にも直面している10。だがアマゾンの生産性は

卸売・小売業に貢献している。 

 
またアマゾンは、従来型（実店舗型）の小売業者に

競争圧力をかけて変化を迫ることにより、潜在的にさ

らに業界の生産性を高めている。加えて、コロナ禍に

苦しめられたこの業界の破壊的進化にも貢献している。 
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小売業には過剰な販売能力があり、それが生産性の足

かせとなっていたのだ。そして、オンライン販売の拡

大は、配送の急増をもたらした。アマゾン、フェデッ

クス、UPSのトラックが街中を走り回り、交通を遮断

し、道路渋滞が起きている。オンライン販売の荷物配

送は、運送業に分類される。 

 
オンライン販売の生産性への影響を総合的に評価す

るのは難しい。現時点では、アマゾンは、1990年代に

起こったような卸売・小売業における生産性の大きな

上昇を引き起こしていない。これは、オンライン販売

が小売業全体の売上高に占める割合がまだ低いこと、

そしておそらく従来型の小売業への破壊的影響による

ものだろう。今後、卸売・小売業が新たな隆盛を見せ

るかもしれない11。 

 
アップルが米国で行う活動は主に3つだ。グローバ

ルな事業運営、製品設計のための研究開発、そして

小売店の運営である。小売店は非常に成功しており、

小売業に含まれるが、小売業全体の生産性に影響を

与えるほど大きな規模ではない。アップルのその他

の事業活動がどのように産業分類されているかにつ

いては、明確な回答を得ることができなかった12 。あ

る企業の事業活動を特定するということは、即ちその

企業の各事業所をどのように産業分類するか、とい

うことである。アップルは、米国内では販売向けの

製品を実際に製造していないものの、製造活動に付

随する研究開発は幅広く行っている。また、プロト

タイプ（試作品）の製造は行っている。このような

研究開発・設計活動によって、製品の回路図が作ら

れ、それに基づき製品が海外で生産されている。図4

では、設計や研究開発という事業活動により、アッ

プルがハイテク産業に含まれている可能性がある。

また、グローバルな生産体制を構築しているため、

管理サービスや卸売業にも分類されている可能性が

ある。（なお機密保持のため、政府機関は特定の企

業に関する詳細を提供していない。） 

 
米国での納税回避のため、アップルは収益の多くを

米国ではなく海外に帰属させている。これは、米国の

GDPと生産性水準が過小評価されていることを意味す

る。アップルや他の企業によるこのような行為は、米

国のGDP水準の過小評価と米国の経常赤字の過大計上

につながる。また、米国の税収にも影響を与える。 

とはいえこのような誤差は、最近の生産性上昇率を測

定する上では、そこまで大きな意味がないように思わ

れる13。 

 
FacebookとGoogleは、消費者や企業にサービスを

提供している。しかし、その収益は、別の企業によ

る広告収入によってもたらされている。Facebookは

主に消費者に活用されているが、その収益は別の事

業者から得ているため、中間サービスの生産者だと

いえる。その結果、両社は図4でビジネスサービスの

一部（図ではサービス業の一部）として分類される。 

 
Netflixなどの定額制テレビサービスは、消費者が

支払う料金が収入源であるため、消費者が購入する

最終商品（サービス）を提供していることになる。

同様に、インターネットやケーブルテレビを家庭に

提供する企業も、その利用料を通じて消費に貢献し

ている。Netflixは消費者向けサービスとして分類さ

れている。 

 
FAANG企業などのテクノロジー企業が生産性分析に

おいて正しく産業分類されているかどうか、活発な議

論が行われている14。携帯電話は、私たちの生活の中

におけるコミュニケーションや、情報検索、写真撮影

といった機能を一変させた。このような変化の価値を

捉えることは（利益の海外移転は別として）、困難で

ある。Googleに代表される検索企業は、非常に優れた

サービスを提供しているが、検索は広告によって賄わ

れているため中間財であり、その経済的価値は生産性

指標では十分に把握されていない可能性がある。 

 
Byrne, Fernald and Reinsdorf（2016）による広範な

測定問題に関する慎重な研究は、測定誤差は米国の生

産性と成長鈍化に関する重要な結論を変えるほど大き

くはない、と結論付けている。同時に、いくつかの個

別研究では、特定のデジタル財やサービスの測定方法

に大きな誤差があることが判明している。例えば、

Byrne and Corrado（2020）の研究では、消費者に提供

されるデジタル・サービスの量（デジタル・アクセ

ス・サービス）が正しく測定されていないことが指摘

されている。これらは携帯電話の電波、インターネッ

トサービス、ケーブルテレビとストリーミングサービ

スである。それらの価格は、速度や品質の上昇を調整

しても、時間とともに急速に低下している。
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一方で価格下落が公式データに正確に反映されていな

いようで、この業種の生産性が過小評価されている

可能性もある。 

 
本研究は、米国や日本などの政府機関やOECDから

提供されたデータを活用している。これらは我々が

持っている最も優れたデータであり、Byrne,Fernald 

and Reinsdorf（2016）を引用すれば、膨大なデータ

全体における誤差はそれほど大きくなく、相殺され

る可能性もあると思われる。データは十分に良いも

のであるが、もちろん経済が変化し、データが改訂

されるべきものであることは忘れてはならない。 

 
日本における産業別の貢献度を測定する 

 
OECDデータを使って、私のアシスタントが日本の

各産業の貢献度を計算した結果が、以下の図6である。

Domarウェイトを使って計算された寄与度、つまり、

前述の米国のデータと同じ方法で作成されている。

ただし、日本の図6と米国の図4とでは若干の違いが

あることに注意が必要である。 

第一に、期間が異なるが、これはデータの有無による

ものである。日本について経年的に整合性のあるデー

タは、1996年から始まり、2019年まで続いている。そ

の時期は、日本では低成長の時代であった。第二に、

日本のデータには、米国のデータには含まれていない

社会サービスや非営利組織が含まれている。これらも

また、日本のTFPの実測値の上昇を米国に比べて鈍化

させる傾向をもたらす。 

 
データの違いはあるものの、日本のTFP上昇率を分

解した図6 の結果は興味深い。日本では製造業が TFP 

上昇の主要因である。製造業は TFP 上昇率全体の 

72％を占めている（もちろん、他の産業も寄与してい

るが、TFP上昇率がマイナスの別産業によりほぼ相殺

されている）。また、意外なことに、不動産業が TFP 

上昇率に大きく寄与している。この産業については、

アウトプットと生産性がどのように計測され、どのよ

うに上昇をもたらしているのか、さらに調査する価値

があると思われる。情報通信業は、コンピューターと

その関連技術の進歩を確実に反映した貢献を示してい

る。

 
 

図6 

日本全体のTFP上昇率に対する各産業の寄与度 

Domarウェイトを用いた日本TFPの集計結果（1996年～2019年） 
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専門的サービス業も大きく寄与している。卸売・小

売業は、日本の TFP 上昇に若干プラスに寄与してい

るが、この産業は本来より大きな潜在力を持つ産業

である。また図 6 では、TFP 上昇率にマイナスの影

響を与えている業種が 5つある。建設業は、米国に比

べればマイナス効果は小さいが、明らかに両国とも

問題を抱えている。測定方法が悪いということもあ

るだろうが、この産業は両国とも改善が必要である。

図 6 の結果は、日本が全体として低成長である理由

を探る上で最初の指針となる。 

 
日本でも製造業が全体のTFP 上昇率に大きく寄与

しているため、さらに製造業の上昇率を各業種に分

解して各業種別に推計したのが図7である。 

米国と同様、この期間の成長の大部分を占めるのはハ

イテク産業である。このうち、コンピューターと電子

製品が全体の 76％を占め、同産業と電気機器を合わせ

ると 92％を占め ている。TFP 上昇率のマイナスに寄与

している業種は3つあるが、このうち食品加工業のマイ

ナスは製造業における TFP 上昇の 12％に相当するほど

大きなマイナス寄与となっている。 

 
ここで、各国の産業別生産性に関する一連の研究か

ら得られた知見を振り返ってみたい。1990年代から

2000年代初頭にかけて行われたこの研究は、主に労働

生産性を中心とした生産性の水準に注目し、例えば、日

本の自動車産業が米国のそれよりも生産性が高い理由や、

米国のサービス業が他国よりも高い水準を示すことが多

い背景を探った。

 
図7 

日本の製造業全体のTFP上昇率に対する各業種の寄与度 

Domarウェイトを用いた日本TFPの集計結果（1996年～2019年）：製造業各業種 
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このレビューでは、これらの研究から資本、技術、組

織の役割を理解するための、具体的な教訓を引き出す

ことを目的としている。そして、これらの研究は、企

業がどのように事業を展開し、生産性向上という目標

に向けてどれだけ徹底的に追求するべきかという行動

選択に対し、経済環境がどのような影響を与えたかに

ついても問いかけている。 

 

IV. 企業経済学の研究 

から学ぶ 
1990 年代初頭、ある大手コンサルティング会社内

に非営利団体が設立され、経験豊富なビジネスコンサ

ルタントが一流の経済学者と協力しつつその専門知識

により、重要な経済問題を研究することになった15。

研究の中心は、各国の産業別生産性を比較し、なぜ違

いが生じるのかを解明することにあった。これは、コ

ンサルタントが多くの国において企業や産業がどのよ

うに事業運営されているかについて、豊富な知識を有

しているため、自然なテーマであった。Robert M. 

Solowが各研究のために設立された学術顧問委員会の

委員長として招かれ、最初の研究において、Fracis 

Bator16と私は他の委員会メンバーの組織を依頼された。

やがて、さまざまな経済学者がプロジェクトに参加す

るようになり、研究対象国の経済学者を加えることに

重点を置くようになった。Olivier Blanchard、Barry 

Bosworth、Mike Spence、そしてChris Pissaridesなど、

一流の経済学者やノーベル賞受賞者がこの仕事に携わ

ってきた。研究結果は必ず長文レポートとして発表さ

れ、Brookings研究所の所報に記事として掲載された

ものもある。1990年代にチームを率いたWilliam 

Lewis は こ の 研 究 を も と に 『 The Power of 

Productivity』を執筆し、Solowと私はそれに関し、

Journal of Economic Perspectivesに論文を書いた（脚注16

および参考文献を参照のこと）。 

本章では、この研究から得られたいくつかの知見を

詳細に説明するが、まず、最も重要な知見を簡単に紹

介する。第一に、同じ産業であっても、国によって生

産性水準に大きな差があることが明らかになった。当

時、先進国の間では産業レベルでの生産性は完全には

収束していなかった。第二に、激化する競争下では、

企業はその産業で最もパフォーマンスの高い企業の生

産性水準、あるいはそれに近い水準に到達することを

強いられる。つまり、企業が同産業の世界で最も生産

性の高い企業と競争するということは、その世界最高

の生産性水準に匹敵するため相当の努力を払わなけれ

ばならない、ということである。第三に、ある種の規

制や貿易・投資制限が、その国の産業が世界最高水準

の生産性への到達を阻んでいる。第四に、大規模な事

業展開が生産性の優位性をもたらすことが多い。そし

て第五に、高い生産性を促進することは、単純なこと

ではない。生産性を高める要因や生産性を阻害する要

因は、産業や国によって異なる。また、このような一

般的な法則のほかに、時折、驚くべき例外が存在した

こともあった。 

 
ここで取り上げる生産性研究のほとんどは、1990年

代から2000年代前半に実施されたものであり、その結

果は既に過去のものとなっている。競争力学が時間と

ともに変化し、規制や貿易ルールが研究当時とは異な

っている可能性があるため、特定の産業や国を見る際

には注意を要する。一方、生産性に関する教訓は決し

て時代遅れのものではなく、生産性の重要な決定要因

について、今日でも通用する洞察を与えてくれるもの

である、と私は信じている。 

 
資本の役割 

 
資本財は、ほとんどすべての経済活動において、生

産に不可欠であることは明らかである。現代の工場は

設備であふれている。オフィスは高価な建物の中にあ

り、家具、備品、事務機器、全従業員用のコンピュータ

ー、会計や請求などの業務用のメインフレーム・コン

ピューター、さらにコピー機や通信機器などが備えら

れている。高所得国は、一部の企業を国有化している

国も含め、全て資本主義モデルで成り立っている。 
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経済成長モデルにおいて、主要な生産要素として

資本を取り上げられるのは自然なことと思われて

いた。だからこそ、生産性向上における資本の重

要性が些少とはいわずとも、予想以上に小さいこと

が判明し、衝撃を受けたのである。 

 
このような経緯を踏まえると、先進国間の生産性

比較において、資本集約度の違いが生産性格差の重

要な要因でなかったことは、特に驚くべきことでも

なかったと思われる。製造業では資本こそが生産

性格差の重要な要因だろうと予想されたが、そうで

はなく、工場の設備は先進国間では大差ないことが

明らかになった。資本財を生産する企業は世界中で

それらを販売しているので、異なる場所にあるとい

えども工場は一般的に同等の設備を持ち、外観もほ

とんど同じである。 

 
先に述べたように、生産性には複雑な要素を多く

伴うので、上記の議論には条件がある。資本財は高

価で耐用年数も長く、建設当時の技術を具現化した

ものである。新しくできた工場の方が、古い工場よ

り生産性が高いという例もあった。例えば、韓国で

1968年に操業を開始した浦項製鉄所（訳注：ポス

コ）は、ドイツから供給された最新鋭設備により、

その後数年間は世界で最も生産性の高い一貫製鉄

所の一つであった17。先端機械の価値を示す最近の

報道例によれば、テスラが非常に高度な資本財を

使うことにより、高い生産性を達成している18。 

 
また、資本集約度の役割については、資本集約度

がドイツよりも大幅に低い英国でも疑問視されて

いる。表面的には、英国企業は英国の強力な金融

セクターを通じ資本へのアクセスが良好なはずで

ある。だが、非常に高い投資収益率を求める英国

企業は、国内での生産性向上よりもむしろ海外投資

を通じて収益を達成するといわれている19。 

 
これらのような事例はありつつも、生産性研究

の結果によればほとんどの場合、工場やオフィス、

小売施設の運営方法の方が、資本金の差よりも生産

性に大きな影響を与えることがわかった。 

それどころか、高水準の投資が生産性にほとんど寄

与していない例もあった。例えば、韓国では政府の

開発政策により過剰な投資が行われ、一部の産業で

機械が十分に活用されないままであることが分かっ

た。またドイツでは、労働組合との交代制勤務協約

により、企業は一定の生産量を上げるために余分な

資本投資をしなければならず、資本稼働率が米国に

比べて低かった事例もある。 

 
人的資本の役割 

 
生産現場と非管理職層の労働者の教育水準は、生産

性の重要な決定要因ではないことも明らかになった。

その顕著な例はブラジルと米国の住宅建設現場におけ

る比較で、ブラジルの生産性は非常に低く、米国の5

分の1程度に過ぎなかった。ブラジルの生産性の低さ

は、数年しか教育を受けておらず多くは読み書きも出

来ないという建設労働者の教育水準の低さによるもの

だ、というのが通説であった。しかし、米国の住宅建

設現場の労働者も多くはメキシコ出身の移民で、同じ

ように教育も数年程度しか受けておらず、ほとんどが

読み書きすらできないことが判明した。教育水準では

なく、生産性の差は主に2つの要因から生じている。

第一に、米国の住宅建設のほとんどは、広い敷地を整

地した後に同じような家を何棟も建てるという方法で

行われているため、規模の経済が働く。第二に米国の

建設現場は、現場監督によって入念に管理されている。

配管工、大工、電気工などの特殊技能職は、必要なと

きにだけ現場に来る。必要な時に必要なだけ、現場か

ら現場へ移動する。米国の住宅建設では、労働力の投

入方法がはるかに優れている。 

 
もう一つ、教育が非管理職層の従業員にとって重要

でないと考えられている例が小売業にみられる。ウォ

ルマートのような小売業では、そもそも従業員に対し

学歴をあまり求めてはいない。労働者の生産性は、研

修や訓練、作業手順の設計、および業績インセンティ

ブを通じて担保される。ウォルマートのような大型小

売店では、一般的に離職率が非常に高いため、労働者

のスキルに依存するのではなく、ビジネスシステム自

体に高い生産性を組み込んでいるのである20。 
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実に対照的であるが、1990 年代のドイツの小売業で

は、レジ係は店内の全商品を暗記し、価格表示を確

認することなく素早く会計を済ませることが求めら

れ、徒弟制度が導入されていた。しかし、バーコー

ドとスキャナーの登場により、そのような労働者の

スキルは不要となった。その上、スキャナーは在庫

管理にも使えるので、生産性は格段に上がった。 

 
建設業の例と同様に、生産性の高い小売業のマネ

ージャーやコンピューター・システム・エンジニア

は非常に優秀で、卸売と小売の機能を調整し、配達

が時間通りに行われ、正しい店舗に送られるように

システムを設計している。 

 
ファストフード業界も同様で、店舗で働くスタッ

フはあまり教育を受けていないことが多い。彼らは、

与えられた仕事をこなすための基本的なトレーニン

グを受けるが、店舗のレイアウトや設備の設計自体

が高い生産性へと導いているのである。レジは自動

的にお釣りが出るので、英語の知識も必要ない。調

理作業もフライヤーとオーブンによってモニターさ

れている。これはマクドナルドのような低価格レス

トランでの状況だが、より高級なレストランでも、

熟練したシェフではなく、工場で綿密に練られた手

順で調理・加工された食品部材を使用している。 

 
人的資本の重要性：これらの考察は正しい

のだろうか？ 

 
賃金や経済にとって教育が重要であることを示す

経済学の文献は、膨大にある。例えば、Alan Krueger

は、Joshua Angristと共同で、一部の学生の就学期間

の長さが生年月日に影響されていたことや、、学校

に数ヶ月余分に通うだけでも生涯所得にプラスにな

ることを発見した 21。また、Alan KruegerはOrley 

Ashenfelterと行った一卵性双生児を対象にした研究

で、教育が収入に寄与することを証明した。Claudia 

GoldinとLawrence F. Katzは、2008 年に『The Race 

Between Education and Technology』を執筆し、人的資本

の需要と供給が米国における所得分布を形成してき

た、と主張した。 Baily, Bosworth and Kennedy 

(2021)は、日米独比較分析を通じ、人的資本（学歴）

形成によるリターンが生産性の差に関連している、

とした。 

経営コンサルタントによる生産性研究と、教育の

価値に関する学術的知見との結論の違いを完全に解

明することは難しいが、以下のような考え方が参考

になるかもしれない。 
 

生産性の高い企業の経営や新技術の開発には、熟

練した管理職、科学者、エンジニア、専門職の存在

が重要である。米国の有力大学はこういった職種の

労働力供給に貢献し、創造性、革新性、起業家精神

を促してきた。生産性研究では、このことを否定す

るものはない。 

 
生産性の高い企業経営には様々な方法があり、労

働経済学の文献では（訳注：熟練度の高い労働力を

活用する）王道と（訳注：熟練度の低い労働力を活

用する）邪道の経営方法が提示されている23 。例外

を除いて、米国企業はビジネスシステムに生産性を

組み込み、生産現場や非管理職の賃金を低く設定し、

高い離職率を受け入れるという邪道経営の道をとっ

ている。一方、ドイツ企業は、よく訓練された労働

力に依存し、高品質の生産物を生み出すという王道

経営を歩んでいる。ドイツの製造業は、両国の労働

力の相対的規模を考慮すると、米国の製造業よりも

はるかに大規模である。労働者にも高い賃金が支払

われ、専門的で高品質の製品を世界中に供給し、ド

イツは製造業により莫大な貿易黒字を計上している。

その結果、両国の生産性はほぼ同じ水準となってい

る。 

 
経済は絶えず変化している。かつては、高卒かコ

ミュニティカレッジの学位があれば、米国人は労働

組合のある会社で十分に良い仕事に就き、生活費を

稼ぐことができた。企業は、高校で身につけた基礎

的なスキル以上の特別な知識は重視しなかったとし

ても、努力して高校卒業したことによって証明され

る、一生懸命働き、訓練を受けようとする意欲を評

価したのである。現在、就職難に対する不満の高ま

りと、その結果生じる社会的反感の強さは、米国企

業の邪道経営がもたらす多くの問題を物語っている。

学生ローンの破綻が増えているとうい事実は、時間

をかけて学校で勉強を続けても、すべての人にとっ

て賃金がローン返済に見合うほど上がっていないこ

とを示している。 
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技術の役割 

 
生産性上昇の源泉として、技術、特に先端技術

に大きな注目が集まっている。これは、TFPは技術

革新からもたらされると考えられていた初期の成

長モデルに遡る。しかし、各国間の比較研究では、

先端技術の重要性に疑問が呈された。先端技術産

業はすべての国において、米国や日本においてす

ら小規模である。雇用やGDPに占める割合も小さい

のだが、この産業の製品やサービスは他産業の生

産性に影響を与えるという点で重要な可能性があ

る。ところが、比較研究では独自技術は先進国間

における生産性水準の差の主な原因ではなかった。

その理由は、ほとんどの技術製品がグローバル市

場で入手可能であるためである。コンピューター

を含む機械設備は世界中で販売されており、ソフ

トウェアも同様である。先ほど韓国の鉄鋼業の事

例を挙げたが、巨大な一貫製鉄所が、当時入手可

能な最先端のドイツの資本財を使って建設されたの

である。 

 
ソフトテクノロジー：製品の設計や機能・タスクの

組織化。ハードテクノロジーは一般的にグローバル

市場で購入することができるが、「ソフト」あるい

は組織的なテクノロジーは国際的に移転をすること

が難しく、企業特有のスキルや文化に依存する場合

がある。 

 
その好例が自動車産業である。1990年代の日本の自

動車産業は、米国やドイツの自動車産業よりも生産性

が大幅に高かった。トヨタ自動車は、世界の生産性リ

ーダーと認められていたが、他の日本企業もトヨタ自

動車が採用している多くの手法を取り入れていた。ト

ヨタ生産方式は、長い年月をかけ徐々に発展してきた

ものだが、3つの要素で構成されている。まず、生産

ラインでは、時間と材料の無駄を省き、部品を適切な

タイミングで適切な場所に供給するために、常に段階

的な改善が行われていた。この効率化は、工程のチェ

ックと再設計、そして生産ラインにおける作業員の提

案を活用することで成し遂げられていた。 

2つ目は、車の設計において組み立てのしやすさを追

求したことである。部品は簡素化され、設計者は必要

な部品点数をできる限り減らした。部品は簡単に取り

付けられ、固定も短時間でできるようにもなった。そ

の結果、車の信頼性が格段に向上した。米国で販売さ

れる日本車は、その信頼性の高さから、プレミア価格

がつけられるほどになった。 

 
トヨタ生産方式の3つ目の重要な要素は、サプライ

ヤーとの「系列」である。トヨタ自動車とサプライヤ

ーは、密接な関係を築いていており、日本の他のOEM

（相手先ブランド名製造）メーカーでも同じように行

われた。OEMの技術者がサプライヤーの工場を訪れ、

コスト削減や設計・品質向上のための提案を行うので

ある。OEMメーカーは、サプライヤーとの関係を長期

に渡って維持するが、サプライヤーにも継続的な改善

が求められていた。一方、米国の企業は、サプライヤ

ーと独立した関係を築き、複数の会社から部品を調達

することが一般的であった。そうすると、サプライヤ

ーは部品価格の引き下げ圧力にさらされる。部品メー

カーにとっては、新しい設備への投資や、品質向上や

設計改善のための研究開発が難しくなり、利益が圧迫

される。やがて、多くの部品メーカーが、メキシコな

ど低コストの供給地に拠点を移すことになった。 

 
トヨタ生産方式を、米国の企業が採用するのは非常

に難しい。トヨタ自動車は1980年代にゼネラルモータ

ーズ（GM）と合弁で、カリフォルニア州フリーモン

トに工場（NUMMI）を設立している。GMの幹部はこ

の工場を視察はしたものの、長年、米国での他工場に

はこの生産方式を展開しなかったという。なおフォー

ドはマツダとの提携で日本の生産技術を知り、そのシ

ステムを設計と生産現場など一部に移転、フォード・

トーラスは特段の成功を収めることになった。
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経済環境のどのような要因が生産性水準の

差を決定するのか 

 
これまで、生産性格差の中心的な要因ではないも

のがいくつか挙げられてきたが、一般に認識されて

いる以上に重要だとして挙げられていたのが、ソフ

トテクノロジーである。本節では、企業や産業が世

界トップの生産性を達成するために、経済環境のど

の要因が貢献したのかを問う形で、さらに分析を進

めていく。そしてその要因とは、第一に競争の激し

さ、第二に規制、第三に規模であった。 

 
先進国の製造業を比較する際、数ある産業の中で

一つの産業が生産性において世界のリーダーである

とされた。例えば、自動車産業では日本がリーダー

で、それ以外の国はフォロワーであった。リーダー

の生産性を100とし、フォロワーの労働生産性をリー

ダーとの相対値で測定した。そして、ある国のある

産業が生産性リーダーである他国の産業にどれだけ

「さらされて（競争に直面して）」いるかを計算す

る。この計算には、3つの要素を含む。第一に、自国

の市場で生産性リーダー国の企業との競争が存在す

るかどうか、である。例えば、日本の自動車産業が

米国に工場を建設したことで、米国の自動車産業は

トヨタ自動車や日産自動車などとの直接対決を余儀

なくされた。第二に、ある産業は、第三国市場への

貿易を通じて、リーダーと競争しているかどうか、

ということである。例えば、ドイツの産業は輸出販

売において、日本の産業とどの程度競合しているの

だろうか、という観点だ。そして第三に、フォロワ

ーの産業が、生産性リーダー国の市場に売り込みを

かけているかどうかである。そして、これら3つの要

素を加重平均して、各フォロワーが生産性リーダー

に対してどの程度競争にさらされているかを測る指

標である、グローバル化指標を作成した24。 

 
そして、世界トップの生産性リーダーと直接競争

にさらされた場合、競争圧力に対抗して自らの生産

性を向上させざるを得ないことが明らかになった。

一方、世界トップの生産性リーダーとの競争から規

制などで保護されている産業は、生産性が低くなる

傾向にあった。 

ある産業の世界トップリーダーに対するフォロワ

ーの相対的な生産性水準と、その産業の競争への「さ

らされ度合い」を表す指標との間には正の相関がある

ことを示す図が 、Baily and Gersbach (1995)の図7 で

ある。この結果、完全ではないが強い相関があること

が明らかになった。これは製造業において、その業界

で最も優れたグローバル企業と競争する場合、追いつ

くために自らの生産性向上を余儀なくされることを示

している。この相関関係は、ビジネス界における専門

家の見解を裏付けるものであり、サービス産業にも当

てはまると判断された。世界のトップレベル企業との

競争から保護されている業界では、快適な寡占状態が

形成されやすく、効率化の努力もせずに十分な利益を

上げて企業が存続できてしまう。リスクの高い変化や

新しい手法・製品への高価な投資を避け、現状に満足

してしまうことが多いのである。 

 
測定された生産性水準は、その産業のアウトプット

とインプットの両方のレベルに依存する。生産性向上

とは、多くの場合、より少ないインプットで同じアウ

トプットを産出する方法を見つけることである。また

同様に、インプットを増やさずにアウトプットを増や

すことも、生産性を高めることになる。例えば、素晴

らしいデザインで品質も確かならば高価格で売れるの

で生産性も向上する25。また、消費者が何を求めている

かを理解し、嗜好の変化に対応できる企業は、過剰設

備を回避し、労働者や設備をより効果的に活用するこ

とができる。 

 
規制の効果は、前述の競争の激しさと強く結びつい

ていることがわかった。生産性にマイナスの影響を与

える規制は、競争を制限するものであった。国際的な

貿易制限（あらゆる貿易障壁）である。貿易制限は、

主に製造品に適用されるが、規制によっては土地の利

用目的が制限され、生産性の高い企業が市場に参入し、

競争することが不可能になる場合もある。海外からの

直接投資に対する規制によって、世界のトップ企業に

よる市場参入や、事業展開は困難または不可能になる。

例えば、スウェーデンでは以前外国銀行の市場参入を

阻む規制があり、その結果、スウェーデンの銀行業務

は非効率であった。EU加盟に伴いスウェーデンは市場

を開放したため、外国の銀行が参入できるようになり、

国内の銀行は効率化を余儀なくされたのである。 
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また、ある特定の産業に影響をもたらす特殊な規

制もある。例えば、ドイツ人はビールを非常に誇り

に思っており、その製造には複雑な規制がある。い

わゆる「純度法」によって製造方法が制限され、あ

る州で販売されるビールはその州内で製造されたも

のでなければならない。ドイツのビールは品質が高

いが、小規模な醸造所が多いため生産性が低い。規

制を緩和すれば、品質を落とすことなく、最適な規模

の工場で生産性も高いビールを作ることができるだ

ろう26。日本での日本酒製造も同様の規制がある。 

 
労働規制も主に2つの点で生産性に影響を及ぼす可

能性がある。第一に、労働組合との協約が生産性向

上プロセスの制約となることがある。例えばゼネラ

ルモーターズは、カリフォルニア州の合弁会社を通

じトヨタ自動車の工場がどのように操業されている

かを視察することができた先に述べたが、長年にわ

たり、そのアイデアをミシガン州にある自社工場に

適用しようとはしなかった。その理由の一つは、自

社が変わる必要がないと考えたからであるが、もう

一つの理由は、組合がトヨタ自動車の生産プロセス

を用いて操業することを望まなかったからだ。トヨ

タ方式では自分たちの現状の労働者保護が損なわれ

ると考えたからである。さらに、組合の圧力は、貿

易制限やその他の規制をもたらし、雇用は保護され

ても生産性が低下するということもある。日本では

今日、経営者によって解雇規制の生産性への悪影響

について懸念が表明されている。 

 
欧州では、多くの産業で労働組合が雇用の喪失を

理由に変化に抵抗した。EU規則では加盟国に市場を

開放させることを意図されていたが、すべての国が

同じ程度にこのルールに従ったわけではない。イタ

リアやポルトガルのような国は、非常に強固な企業

や労働組合があり、変化に抵抗していた。これに対

して、スウェーデンは経済を開放し最適な競争環境

を創出し、1990年代には非常に高い生産性上昇が達

成された。 

 

私は、労働組合が労働者を保護するために抱く懸

念を真剣に受け止めている。自動化と国際貿易によ

り、多くの給料の良い仕事がなくなり、社会的混乱

が起きている。理想的には、余剰人員となった労働

者は国が再教育し、所得喪失リスクから救出すべき 

である。しかし、すべての国がこれをうまく行ってい

るわけではない。スウェーデンは高い生産性と労働者

の保護を両立させている国である。ドイツの製造業の

労働組合は労働者を保護する一方で、企業が国際的な

競争力を維持しなければならないことも認識している。

ドイツの研修制度は、まさに労働者が必要に応じ別の

仕事に移ることを可能にしている。 

 
ビール業界の例から、規模に関する広範な議論が

導かれる。多くの業種で生産における規模の経済が

存在しているし、実際、ある生産レベルまではほと

んどすべての産業で規模の経済が存在している。多

くの場合、先進国間の生産性の大きな差は、規模の

経済では説明ができない。ドイツのビール製造はむ

しろ例外である。ほとんどの企業は、生産性を確保

するのに十分な規模で工場を運営しているが、規模

の大きさ、ないし大きな市場へのアクセスにはいく

つかの利点がある。大企業は固定費を高い生産レベ

ルに分散させることができるため、研究開発や他の

形態の製品開発、プロセス開発に費やすチャンスが

増え、それらが失敗であることが判明した場合のコ

ストも負担することができる。もちろん、規模が大

きければ成功するというものではない。ゼネラルモ

ーターズは世界最大の自動車会社であったが、倒産

した。IBMは過去にメインフレーム・コンピューター

において支配的な地位にあったが、今日ではかなり

小さな会社になっている。 

 
一貫して認められる規模の効果とは、豊かな国ほど

高付加価値で生産性の高い商品やサービスを多く生

産・販売しているということである。高級車や高級ホ

テルは、格安車やモーテルよりも高い利幅で販売する

ことができる。大きな市場と多くの豊かな消費者の両

方を持つ米国は、こうした特性から生産性でそれなり

の優位性を獲得している。もちろん、EUは米国に匹敵

する規模の市場を形成し、中国も欧米に匹敵する規模

の市場に成長したが、中国は先進国よりまだ一人当た

りのGDPが低い。 

 
世界トップレベルの生産性を決定するものは

何か 
この問いに対するシンプルな答えは、「なぜイノベ

ーションがある場所では起きても、別の場所では起き

ないのか、正確にはわからない」ということである。 



生産性研究からの教訓 20 
 

イノベーションにはセレンディピティと呼ばれる、 

偶然性が重要な役割を果たす。とはいえ、イノベー

ションに有利な経済条件もあれば、イノベーション

を誘発する政策もある。イノベーションを支える要

因としては、以下のようなものがある。 

 
 これまでみてきた通り、競争激化はトップレベル

の生産性リーダーに追いつくため、フォロワーが

利用可能な最良の手段を適用することを促すが、

生産性リーダーが、競合他社に対する優位性維持

のため、イノベーションを起こすことも促す。こ

の優位性は一時的なものかもしれないが、トップ

企業は、常に優位性を保つためにイノベーション

を続けている。 

 競争がイノベーションを促進するとはいえ、多数

の小規模企業に分断されている産業では、支援な

しではイノベーションが起きないかもしれない。

農業がその例である。19 世紀から 20 世紀初頭に

かけて米国では、何千もの小規模な農家があった

が、多くは農場を維持するのに精一杯で、イノベ

ーションに時間や資源を費やす余裕はなかった。

そこで政府が介入し、大学の研究部門、研究所、

農業改良普及プログラムを創設し、農業にイノベ

ーションを起こし、普及させるようにしたのであ

る。米国では、農業は非常に力強い生産性の上昇

を達成した。 

 前述の例は、政府がイノベーションにおいて積極

的な役割を果たしているものだが、他にも様々な

例がある。政府が研究活動を奨励・支援し、その

成果をすべての企業が利用できるようにすること

ができる。ドイツ政府は、同国の自動車産業に対

し、調査施設や研修など一貫した財政支援を行っ

ている。また新産業育成のために、政府が民間企

業に研究助成を行うこともできる。スタンフォー

ド大学が半導体のビジネスチャンスに着目し、リ

サーチパークを設立した初期のシリコンバレーで

は、政府の助成は重要であった。 

また、ノースカロライナ州のリサーチ・トライア

ングルや英国のケンブリッジ大学周辺の企業な

ど、他の研究拠点の出現にも政府の支援が欠かせ

なかった。米国の国防高等研究計画局（Defense 

Advanced Research Projects Agency）がイノベー

ションを支援していたのは有名な話だ。政府が歴 

史的にイノベーションを支えてきたもう一つの

重要な方法は、顧客としてである。集積回路の

黎明期、米国防総省が最大の顧客であった。 

 もう一つ、歴史的に重要な政府の役割に特許制

度がある。革新的な企業は、発明特許により数

年間、自社での独占が可能だ。特許は、企業を

研究開発や製品・プロセス開発に仕向けるイン

センティブを提供する方法である。現在では、

特許制度はイノベーションにネガティブ、ポジ

ティブの両方の影響を与えていると考えられて

いる。特許制度の恩恵を最も受けているのは製

薬業界であり、新薬特許の取得により、開発企

業は成功した製品から莫大な利益を得ることが

できる。デメリットは、その後患者や保険会社

が高価な薬を買わなければならないことであ

る。欧州諸国は、製薬会社による高い値付けを

かなり制限している。また、特許は技術革新を

阻害する可能性もある。例えば、あるエレクト

ロニクス企業が重要な特許を持っていた場合、

同業他社が同じ技術分野でイノベーションを起

こすのに余計なコストがかかったり、不可能に

なったりすることがある。シリコンバレーの初

期には、異なる企業が互いの特許を使用するこ

とを認めるクロスライセンシング契約があった

が、今日では特許を行使するために長期かつ膨大

な費用のかかる法廷闘争が行われており、イノ

ベーションに悪影響を及ぼす可能性がある。競

争とイノベーションを阻害するのではなく、そ

れを奨励するために、国は特許・法制度の整備

により妥当な特許料を設定することが重要であ

る。 

  生産性とイノベーションにおいてリーダーシッ

プを発揮する産業を創造するには、適切な知識

とスキルを持った有能な人材が必要である。一

般的には、科学的・技術的な知識を持つ人材と

思われがちであるが、革新的なビジネス・アイ

デアも重要である。新しいビジネスモデルを開

発する起業家は、必ずしも技術専門家ではな

く、チャンスを見出すビジョンとリスクを取る

意志を持った人たちである。失敗が許される環

境と、ベンチャーファンドがあることが重要で

ある。 
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V. 事業所データの
研究からの教訓 

ここでは、個々の事業所から収集した政府データ

を用いて得られた考察の一部を簡単に説明する。米

国では、国勢調査局が個々の事業所に関する調査デ

ータを収集している。大企業は通常、多くの異なる

事業所を運営し、それぞれの事業所は往々にして異

なる産業に属することも多いので、個々の企業デー

タとは異なっている。国勢調査局のデータでは、例

えば自動車組立工場や自動車部品メーカーなど、ほ

ぼ同じ種類の製品を生産するすべての事業所を基に

した特定の産業を調査することができる。最も優れ

たデータが得られるのは、製造業の事業所が対象の

ものだが、サービス業にも展開している調査がある。

データは匿名化され、研究者に提供されている。メ

リーランド大学のJohn Haltiwangerは、他の研究者が

利用できるデータベースの開発に貢献した経済学者

で、彼自身も多くの研究を発表している。私は1990

年代にその研究に参加した。 

 
事業所データベースは現在他国にも拡大している

（実際、カナダはこのようなデータベース開発にお

けるパイオニアである）のだが、本章では、事業所

データの活用による膨大な文献を紹介することはで

きない。ここではいくつかの重要な考察を紹介する。 

 
  ある産業における生産性向上は、既存の事

業所内での改善からもたらされるが、生産性

の高い工場の相対的な拡大と、生産性の低い

工場の相対的な縮小からももたらされる。 

 閉鎖（市場から退出）した工場は、産業平

均よりも生産性が低い。また、新規参入企

業も生産性が低い傾向にあるが、平均より

生産性上昇のスピードが速く、より良い生

産性水準に達する。 

  産業界における生産性水準のばらつきは拡

大している。すなわち、生産性の低い事業所

と高い事業所の間の格差が拡大した。 

 
最初の2点は、産業全体の生産性上昇に対する事業

所間のダイナミクスの重要性を示している。これらの

結果は、一連の生産性研究の結果と一致している。競

争の激しい産業では、成功する事業所とそうでない事

業所があり、生産性の高い事業所が市場シェアを拡大

すれば、それが全体の生産性を押し上げることになる。

失敗している事業所はいずれ廃業する。同じように変

化の激しい産業では、新しい事業所が参入し、最初は

生産性が低くても、成長して生産性分布の上位グルー

プに行くか、さもなければ脱落していくことになる。 

 
これら最初の2つの結果は、ほとんどが1990年代か

2000年代前半の研究によるものである。生産性の低い

事業所と高い事業所の格差が拡大していることを示す

研究は、より最近の研究によるものである。これは、

過去に生産性向上に貢献した産業内の事業所のダイナ

ミックな動きが鈍化していることを示している。つま

り、生産性の低い事業所が、業界最高レベルの生産性

に遠く及ばないにもかかわらず、操業し続けているの

だ。この結果は、2004 年以降、生産性の上昇が鈍化

している事実と整合的である。この知見に基づき、

Decker, Halti-wanger, Jarmin and Miranda (2018, 

2020)は、米国経済のダイナミズムが低下しているこ

とを発見した27。低生産性の事業所と高生産性の事業

所の格差は拡大し、産業全体の生産性上昇の減速と整

合的であった。 

 
生産性の高い事業所と低い事業所の格差が拡大して

いることは、米国以外の国でも確認されている。Dan 

Andrews率いるOECDの国際的なデータベースを用い

た研究によれば、最も生産性の高い企業は、同業他社

をさらに引き離していることが分かった28。産業自体

が平均して低成長か全く成長していなくても、生産性

トップの企業はさらなる生産性上昇を遂げているのだ。

この研究は、米国のデータに見られるダイナミズムの

低下と競争原理の鈍化が、（生産性分布の最上位に位

置する企業を除いて）欧州やその他の地域でも当ては

まる可能性を示唆している。 
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VI. 重要な論点の

答えは得られたか 

第2章で提起された最初の 4つの論点は、いずれも

互いに関連している。これまでの研究で、経済全体の

生産性上昇率は TFP と結びついており、技術進歩とも

関連していることが明らかになった。4つの論点につ

いて、TFP はどのように急速に上昇し、なぜ低下した

のか（そしてなぜその後再び上昇、低下したのか）、

なぜ国によって水準が異なるのか、といったTFP動向

の理解が鍵となっている。全ての謎が解けたわけでは

ないが、その理解に貢献した教訓はある。 

 
広義のイノベーションこそ、トップレベルの生産性

水準にある企業にとっての生産性上昇の源泉である。

科学や工学から生まれる技術開発はイノベーションの

重要な源泉の一つであるが、ソフト面のイノベーショ

ンも重要であり、しばしば前者以上に重要である。ソ

フト面のイノベーションとは、新しいビジネスモデル

や新製品、旧製品の再設計、既存のプロセスの改善と

いったものであり、長期的にTFP上昇に大きく寄与し

てきた。そして、こうしたソフト・イノベーションの

実施水準の違いが、国ごとの生産性水準の違いを説明

する可能性が大いにある。 

 
多くの国の多くの産業にとって、高いレベルの生

産性に達するための道は、世界中で実践されている

ベストプラクティス企業のイノベーションを学ぶこ

とである。これは、生産性水準において遅れている

産業がある日本に該当するが、米国にも遅れている

産業がある。ベストプラクティス企業で展開されて

いるトップレベルの生産性水準実現には、企業秘密

や特許、あるいは生産性フロンティアにおける活動

の複雑さなどによって制限される場合もあるが、ほ

とんどの場合、必要な技術は資本財サプライヤー、

ソフトウェアサプライヤー、ビジネスコンサルタン

トを通じグローバル市場で入手可能である。国内企

業が自力で生産性フロンティアに到達することが困

難な場合、政府はベストプラクティスを自国経済に

導入するため、海外からの直接投資を奨励すること

もできる。2022年初めには、多くの日本企業を含む

世界の主要企業の海外直接投資により、米国は14兆 

ドル以上の残高29を保有している。 

 
国による生産性格差が生じる理由として、生産性の

低い自国企業を保護するための制限や規制が重要であ

ると指摘されている。競争を制限する規制の内容は、

産業によって様々に異なる。 

 
企業経済学における研究では、現場労働者の教育レ

ベルは、トップレベルの生産性水準を達成するために

はさほど重要ではない可能性が示唆された。しかしド

イツでは、十分に訓練された労働力により高い生産性

が実現されており、このような事実は労働者間により

平等を、特に大学卒ではない人々にも大きな機会をも

たらすことが示されている。また、Baily, Bosworth 

and Kennedy (2021)は、高度な教育は、経営スキル、

研究開発、イノベーションに重要であると主張してい

る。 

 
本研究ではあまり重視していないが、1990年代半

ばから2004年頃まで続いた米国のTFP急伸期が、情

報通信技術の導入によるものであったことは、多く

の経済学者の共通理解である。特に半導体産業は、1

つのチップに多くの回路を詰め込み、コンピュータ

ーの能力を向上させることができた。この業界の競

争激化は、技術革新のスピードアップを促し、また

コンピューターや通信技術の向上は、他産業の発展

にも貢献した。卸売・小売業も全体の生産性向上に

大きく貢献した産業である。大型小売店が全国展開

し、卸売と小売の機能を連携させることにより、同

業他社に業務改善を促したからである。しかし、

2000年代前半になると、こうした生産性上昇の要因

が薄れ再び成長が鈍化した。先に示したコンピュー

ター／電子製品産業における2014年以降のTFP上昇

率の低下は、技術主導の生産性上昇の終焉を示す重

要な兆候の一つである30。
 

 
生産性研究の最大の謎は、なぜ近年、多くの先進国

において生産性の上昇が鈍化しているのか、である。

これに対するこれまでの説明は、イノベーションの源

泉が枯渇したことにより、生産性上昇のペースが遅く

なったというものである31。 
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図 2 で見たように、低成長のパターンは先進国経済に

おいて広範囲にわたり、長く続いている。しかし、依

然として不可解なのは、人工知能、機械学習、ロボッ

ト、3Dプリンターなどの進歩や、アマゾンやウーバー

などの新企業による従来の業界構造の破壊など、イノ

ベーションのペースは全く衰えておらず、むしろ極め

て速くなっているように見える点である。おそらく、

現在起きているすべての技術革新は、少なくとも現時

点においては未だ、強いプラスの生産性上昇効果を生

み出すようなものではないのだろう。 

 
本研究でみてきた重要な結果のひとつは、産業全体

の生産性上昇に対する製造業の貢献度が非常に大きい

こと、そして製造業の生産性上昇に対するハイテク産

業の貢献度が非常に大きいことである。この結果は、

生産性水準に焦点を当てた1990年代における国際比較

研究からはみられなかったものである（ただし、コン

サルティング会社の企業経済学研究では、ハイテク産

業の価値が強調されている）。この結果はまた、上昇

率鈍化についてもある程度の洞察－つまりその大部分

はハイテク産業によるもので、ハイテク産業がアウト

ソーシングの結果その規模を縮小したことに起因する

－を与えている。これは更に、一般労働者にあまり恩

恵を与えなかった理由も示唆している32。製造業とサ

ービス業の両方で、ハイテク産業は一部の人々に莫大

な富をもたらす一方で、同時に高度な教育を受けてい

ない人々には良い就業機会がもたらされず、不平等の

拡大につながったのだ。 

 

VII. 日本の生産性
向上戦略への応用 

日本の成長問題 

 
図2でみられたように、日本では生産性の上昇が非

常に大きく鈍化している。かつて、日本は先進国の中

で長年にわたり最も生産性上昇率の高い国の一つであ

った。 

しかし、70年代から80年代にかけて生産性の上昇は鈍

化し、図に示されたように、現在では最も低い水準で

停滞している。この生産性上昇の鈍化は人口増加の鈍

化とも相まっており、実際、国連のデータによれば日

本の総人口は現在減少しつつある。生産性上昇の停滞

と労働力人口の伸び悩みにより、日本のGDP上昇率も

極めて緩慢なものとなっている。 

 
もちろん、生産性上昇や労働力人口の伸び悩みは

日本だけにみられるものではなく、米国や欧州も同

じ問題に直面している。将来の生産性上昇率がどう

なるかは分からないが、現状では低成長経済への適

応を学ぶという点において、各国とも同じである。

しかし、日本には日本固有の問題がある。 

 
 未完了の収束：欧州の多くが米国の生産性水準に

追いついたのに対し、日本はまだ追いついていな

い。図 3 でみたように、日本の生産性水準は、他

の先進国の生産性水準と大きな隔たりがある。こ

のことは、経済全体の生産性にも当てはまる。日

本には、世界の生産性をリードする非常に強い産

業がある一方で、遅れている産業もあるのだ。 

  人的資本と人材育成の必要性：日本の教育シス

テムは、数学を含む基本的なスキルの習得には優

れている。しかし、自主的に考えイノベーション

を起こす力の習得には、あまり適しているとはい

えない。労働市場においても、学生たちに対して

は一つの会社に留まり、年功序列で出世すること

で成功を収めることが奨励されている。 

  労働力人口の伸び悩み、ないし減少問題：多く

の先進国と同様に日本の出生率は低下しているが、

日本での低下幅はかなり大きく、総人口は2009年

以降減少している33。労働力人口は女性雇用の増

加による恩恵を受けてきたが、今後は他に相殺す

る動向が見当たらず、減少傾向に転じる可能性が

高い34。
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 ハイテク産業におけるリーダーシップの必要性：

日本経済が急激に成長を遂げていた時期には、家

電製品から工作機械に至るまで、様々な技術を利

用した製品分野において世界をリードしていた。

しかし、そのリーダーシップは失われつつある。

技術の集積地であるテックセンターはシリコンバ

レーをはじめとして米国で発展し、現在、中国も

その巨大な市場規模と資源を利用しながら、アジ

アの技術リーダーとして成長しつつある。 

 地球規模で深刻化する気候変動問題：日本は 2050 

年までにカーボンニュートラルを達成することを

約束している35 が、これには多額の投資と経済の

方向転換が必要であり、生産性向上で相殺されな

い限り、経済成長を鈍化させる可能性がある。本

研究では気候変動問題を直接的に取り上げないが、

これは重要な背景課題である。日本は経済成長率

を高めながらも、同時に気候変動に関する目標を

達成することが求められている。 

 
日本では、経済の減速が懸念されている。これは、

他の経済圏、特にアジアの巨大新興国である中国との

比較の結果でもあるが、国民のかなりの部分が生活水

準を低下させていることへの懸念でもある。賃金はこ

こ数年、ほとんど停滞している36。GDP全体の成長実績

はまちまちである。実質GDPは金融危機と大不況で大

きく落ち込んだが、その後2019年第3四半期までは堅

調な成長を遂げた。そしてコロナ禍により、再びGDP

は減少する。日本の実質GDPは、2008年第1四半期の

ピークから2019年第3四半期のピークまで5.4％成長し

たが、2022年第1四半期、日本の実質GDPは2019年の

ピークを2.8％下回ったままだ37。この成長率は、上述

の労働力増加の鈍化と生産性上昇の鈍化を反映してお

り、低調である。さらに、上述の諸課題は深刻で、こ

れまでの成長を制限、あるいは逆転させる恐れがある。

アベノミクス38は需要の喚起という点では役に立った

が、日本を異なる成長軌道に乗せるための構造改革は

行われなかった。 

 
冒頭で述べたように、私は日本のビジネスリーダー

や政策立案者に、日本が何をすべきかを指示するつも

りは毛頭ない。本章は、日本国内の経済政策やビジネ

スリーダーの議論に資するようなアイデアを提供する

ことを意図している。 

概要：生産性向上のための戦略 

 
日本がドイツや米国といった世界トップレベルの

生産性水準に収束できていない主な理由は、一部に

競争圧力から保護されている産業と（主に小規模な）

企業があるためである。小規模企業には生産活動に

おける資源やスキルが不足しており、一方、大規模

企業ながら世界トップ企業との競争圧力に直面する

ことなく、従来のオペレーションを変えることなく

十分な利益を上げている場合もある39。
 

 
日本は歴史的にハイテク産業を含む製造業におい

て最も強いパフォーマーであり競争相手であったが、

中国やアジアの他地域で発展するハイテク産業、ま

た米国有力企業との競争では優位性を失っている。

米国の例は、製造業が経済全体の生産性に大きく寄

与していることを示していたが、歴史的に見て、製

造業こそ日本の経済的成功の中心であった。日本の

ハイテク産業は現在も強みを持ち、それを基に経済

全体の成長の源泉とすることができるだろう。製造

業とハイテク産業の強化のために、日本は教育シス

テムとベンチャーキャピタル、およびイノベーショ

ン基盤を強化する必要がある。 

 
日本の教育システムの改善は、ハイテク分野だけ

のために重要なわけではない。さまざまな企業や産

業で世界のベストプラクティスに匹敵する生産性を

達成するべく、より専門的な経営者人材が日本には

必要である。また日本の優秀な企業は依然として優

れているが、その優秀さは経済全体により広く行き

渡らなければならない。またドイツの例のように、

生産現場や非管理職層の従業員の能力開発も必要で

ある。日本には、熟練した労働力により高品質の製

品とサービスを生産する伝統もある。 

 
さらに前述の通り、日本の総人口は減少している

ものの、女性雇用の増加により、労働力人口は近年

まで増え続けてきた。しかし、日本では女性を十分

に活用できていないのが現状である。 
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労働市場に参加する女性の多くが、パートタイムで、

保有する学歴やスキルが活かされない仕事に就いてい

る。生産性向上と経済成長のためには、労働市場にお

いて、希望する女性により良いフルタイム就業の機会

が与えられ、昇進や能力開発機会が均等に確保される

ようにすることが重要であろう。これは日本が既に取

り組んでいることであり、女性の活躍の場は広がりつ

つある。 

 
こういった方針や政策の選択肢の中で優先順位のつ

け方については、その見返りがどれだけ大きいか、そ

して変化を起こすのがどれだけ難しいかによる。特に

教育改革は非常に重要であり、政策立案者や企業は、

結果に影響を及ぼすことができる手段を有している。 

教育改革は優先されるべきものである。もちろん、そ

うした改革が実際の労働力に反映されるまでには時間

がかかるはずで、改革により急速な成長に変わること

はないだろう。生産性を世界トップレベル水準に収束

させるための最も可能性の高い方法は、サービス産業、

農業、製造業のうち、外国との競争から保護されてい

る産業における競争力を高めることである。しかし、

このような変革は抵抗勢力にも直面することになるだ

ろう。政治的に容易で迅速な変化をもたらす最良の方

法は、製造業におけるイノベーションを強化するイニ

シアチブだといえる。 

 

生産性の低い産業を存続させるかどうか 

 
図4で示されたように、米国の経験からは卸売業や

小売業が生産性上昇の重要な源泉となり得る。この上

昇は、2種類の生産性が高い小売形態の拡大という結果

によってもたらされた。第一に、ウォルマートのよう

な「大型」総合小売店とベストバイのような専門小売

店の拡大だ。第二に、中小の小売業者が大企業の直営

店舗となったり、大企業系列のフランチャイズ店舗に

なったりしたことである。米国では、これらのフラン

チャイズ店が、ショッピングモールへ出店し、集客と

売上の伸長をもたらすことが多かった。親会社が仕入

れや流通を共通管理する大きな規模を有しているため、

小規模な店舗でも高い生産性で運営することができた

のである。同様の事業形態は、外食産業や他の消費者

向けビジネスにおいても展開されている。 

大きな親会社は、バックオフィス機能を管理し、サプ

ライヤーと交渉し、事業を運営するためのITシステム

を構築することができる。また、広告宣伝も親会社が

行うことができる。 

 
一方で、小売業をはじめとするビジネスがこうした

生産性の高い業態に移行する際には、ある程度の社会

的犠牲を伴うものである。全米のショッピングモール

はどこも非常によく似ており、同じような店舗が国中

にたくさんある。この均質性は、あらゆる人に好まれ

るものではないだろう。大型店は、地元に根ざした小

規模な小売店を廃業に追い込んでいる。伝統的な「メ

インストリート」商店街は、空き店舗だらけとなり地

元企業は廃業の瀬戸際にある。 

 
さらに、アマゾンをはじめとするオンライン販売の

拡大により、大型店やショッピングモールが経営難に

陥り、小売業は今、新たな変革期を迎えている。まさ

にアマゾンとコロナ禍の組合せが、メインストリート

商店街やショッピングモールに打撃を与え、空き店舗

の増大につながった。 

 
なお米国の事例ではまた、時間が経つにつれて、新

しい消費者の行動様式への適応が見られる。しばらく

前まで、街角にはレンタルビデオ店があったものだ。

その後Netflixが業界に参入し、やがてストリーミング

が家庭での映画鑑賞の主流となった。街角からレンタ

ルビデオ店は姿を消し、フィットネスセンターや美容

院など、他の消費者向けビジネスに取って代わられた。

最近では独立型の小売店舗はますます減少し、かわり

に飲食店が増加している。もちろん、コロナ禍によっ

て外食産業は大きな打撃を受けたが、外食産業の回復

は予想されており、実際、回復しつつある。 

 
つまり、米国では規制が比較的緩やかなため、技術

変化に応じた小売店やレストランなどの新業態が展開

されやすい柔軟性が育まれているのである40。 

 
また、規模は小さいが、規制が重要な意味を持つ産

業は農業である。米国の農家は1940年代には約700万

戸あったが、現在は約200万戸まで減少している。
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現在、農業生産のほとんどは大規模農場で行われてい

るのだ41 。このような農業分野の変化は大きな影響を

伴っており、労働者は農場から都市に流出した。かつ

て19世紀には、米国は入植者を歓迎し、土地交付金を

与え人々に農業を奨励していた。家族経営の農場は米

国史の中で重要な位置を占めており、その存続に向け

た取り組みも多かったが、ほとんど成功しなかった。

その一方で、農業は長期にわたって生産性を向上させ

てきたという点では、米国で最も成功した産業の一つ

である。現在では小さな規模になってしまった産業だ

が、歴史的に経済全体の生産性向上に寄与してきた。 

 
日本生産性本部の支援による Baily, Bosworth, and 

Doshi (2020)の生産性上昇に関する研究では、米国に

おける卸売・小売業や農業の生産性水準は米国経済全

体を下回っており、これらの産業は生産性上昇率にお

いても米国全体の上昇率より低いため、さらに遅れが

拡大しつつあると分析された。日本の食品加工業の生

産性水準において米国の同産業に大きく遅れをとって

おり、生産性上昇率においても米国の同産業の上昇率

よりもわずかに高いだけである42。日本では、こうい

った産業の多くが小規模企業であり、行政規則や土地

区画の法規制によって保護されている。小規模産業の

保護は一方で高齢者に仕事を提供するという重要な役

割を果たしているが、その代償として、生産性水準が

世界トップレベルを下回る状況となっている。この状

況を変えるべきではないだろうか。 

 
日本の伝統的な雇用慣行では、60歳くらいまでは

本業の会社で働き、その後は小規模な小売店やレス

トラン、農家など、家族経営の会社に転職するのが

一般的だった。日本人は長生きなので、定年退職以

降も代替となる勤め先を見つける必要があるのだ。

2019 年、日本の女性の 65 歳の平均余寿命は 24.6 年、

男性は 19.8 年である。つまり平均すると、65 歳にな

った女性は90歳まで、男性は85歳まで生きると予想

されているのである。しかもこれは平均値なので、

多くの人はもっと長生きするだろう。もちろん、コ

ロナ禍は死亡率に影響を及ぼしたが、コロナ禍が終

われば、再び平均寿命のパターンが出現することにな

るだろう。 

日本が長寿国であることを考えると、小規模な家族経

営の企業の多くはあまり生産性が高くなかったとはい

え、伝統的な雇用慣行は、貴重な役割を果たしたとい

える。中小企業の仕事は、定年退職後の労働者に継続

的な雇用を提供した。 

 
現在、企業は65歳まで継続雇用し、さらに70歳まで

の継続雇用を努力義務としており、旧来の雇用慣行は

変化しつつある。60歳以降も従来どおりの雇用期間を

延長し、希望者には65歳以降も働けるようにすること

は、日本経済にとって有益なことである。もちろん、

体調を崩し高齢になって働けない人も出てくるが、長

く働ける選択肢を持つことは、日本の労働力不足を解

消することにつながる。また、早期退職を強いられな

くなれば、生産性の低い産業でも効率的な競争ができ

るようになる可能性もある。規制緩和することで、た

とえ一部の雇用が失われるかもしれないが、最も高い

生産性を持つ小売、レストラン、農業などの法人にと

っての事業拡大につながるだろう。もちろん、すべて

の小規模事業所がなくなるわけではない。利便性に

優れていたり、特定のニッチな市場に対応していた

りする事業所もあるからだ。優秀なシェフがいる店は、

大企業やフランチャイズとの競争の中でも生き残るこ

とができるだろう。企業が事業拡大のチャンスをつか

むため、規制によって阻むのではなく、消費者がどの

ようなレストランや小売店を利用するかという選択に

委ねることが必要であろう。 

 
日本の国民および政策立案者は選択を迫られること

になる。生産性の低い産業をそのままに競争を阻害す

るような既存の規制を維持するのがよいのか、それと

も、多くの既存の中小企業を倒産させ高齢者の雇用の

場を奪うという対価を払ってでも、市場を開放するの

がよいのか。いずれにせよ、どのような変更も移行コ

ストを軽減するため、徐々に行わなければならないだ

ろう。 
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人的資本利益率の向上 

 
Desvaux et al.（2015）は、日本に関する研究の中

で、教育システムに関する課題と、教育システムを

どのように改善すれば、より生産性の高い労働力を

提供できるかを探った44。教育は、もちろん単に生産

性以上に重要なものだ。学生は視野を広げ、素晴ら

しい本を読み、友情を育むことができる。しかし、

教育の経済的機能はきわめて重要であり、カリキュ

ラムや学習・教育方法について考える際に、優先的

に考慮されるべきである。報告書では、数学と科学

の能力を測るPISAテストにおいて、日本の生徒が世界

のトップ10に入り、読解ではトップ15に入っている

ことを指摘している。日本で高校生が卒業するにあ

たりこれらの科目で十分な知識を習得し、数学では

米国の高校生より高い得点を取っていることは疑う

余地がない45。 

 
しかし懸念されているのは、日本の学生たちが問

題解決や複雑な課題に取り組むことに対し、自信を

持っていないことである。報告書では、日本の教育

システムは、学生が将来の雇用に役立つスキルを身

につけること、批判的思考を養うこと、実験的に学

ぶこと、他者と協力する能力を高めることに対し、

大きな課題があると論じている。また、この報告書

では、日本の学生にはグローバルマインドセットが

欠けていると論じている。英語はある程度、世界共

通語になっており、専門家や管理職にとって英語の

能力は世界中の情報にアクセスするための重要な能

力である。しかし、ほとんどの日本の学生は、十分

な英語力を身につけないまま卒業してしまう。この

報告書では、より多くの日本人学生が海外に留学し、

海外からの留学生が日本で勉強しやすくなれば、日

本経済にとってプラスになると論じている。 

 
日本生産性本部の支援によるBaily, Bosworth and 

Kennedy（2021）研究では、日本、米国、ドイツにお

ける教育投資へのリターンを調査した。この研究で

は、3カ国の教育達成度について就学年数をみている。

図8は、その研究成果から抜粋したものである。 

1950年代以降、米国は25歳以上の人口における平均

教育年数、及び平均高等教育（大学以上）年数におい

て日独をリードしていた。その後、日本は25歳以上の

人口における平均教育年数で米国にほぼ追いつき、ド

イツは2000年代初頭にこの指標で米国を追い越した。

米国の平均教育年数は、1980年頃から緩やかにしか伸

びていない。背景には、米国教育における中途退学の

問題や、教育水準の低い移民の流入がある。ドイツは

ほぼ逆のパターンで、1960年代から70年代にかけて平

均教育年数は8年弱で横ばいに推移していたものの、

1980年代半ばから教育志向が高まった。学校教育年数

の増加はドイツで特に顕著であり、ユネスコの最新の

データでは、ドイツは米国を上回っている46。 

 
ドイツでは、職業体験と座学を組み合わせた徒弟制

度が発達している。この制度はデュアルシステムと呼

ばれ、主に中小企業と公設の職業訓練校の協力のもと

で行われている。研修生は通常、週の一部を職業訓練

校で、残りの一部を企業で過ごすが、それぞれの場所

でより長い一定期間を交互に過ごす形で行われること

もある。デュアル・トレーニング・プログラムの期間

は、通常2年から3年半に及ぶ。 

 
高等教育については、25歳以上人口において平均で

2年以上の高等教育を受けている人口は、米国が日独

をおさえてトップである（図8の右側を参照）。日本

では、多くの学生が高等教育を受けているが、短期

間プログラムが多く占めている。実際、日本の人口

に占める修士号や博士号の取得者の割合は驚くほど

低く、これはハイテク産業の発展に対応する上でも

問題となる可能性がある。ドイツは、3カ国の中で最

も高等教育年数が短い（図8左側）。 

 
表2は、Baily, Bosworth and Kennedy（2021）から

引用したもので、3カ国の中等・高等教育の達成度を

示す追加的な情報である47。 



生産性研究からの教訓 28 
 

 
 

米国では人口の約半分が高等教育を受けている（人口

の49％：短期高等教育 11％、学士号24％、修士号

12％、博士号2％の合計）。日本も同様に高い割合で

あるが、表2にあるように短期課程が圧倒的に多い。

ドイツは高等教育を受けた人口の割合が最も低いが、

これは職業訓練プログラムに重点を置いていることが

一因である。大学院卒の人口比率は、米国と同程度で

ある。日本では、大学院教育を受けた人口の割合が低

い懸念があるが、これは、終身雇用慣行の影響により、

学生にとって大学院教育へと学業を延長する価値がな

いことに起因しているのかもしれない。 

 
中高生を対象としたPISAテストにおいて、日本が非

常に優秀な成績を収めていることは先述の通りである。

中等教育での成績は、世界銀行の「人的資本指数」で

も評価されており、2020年のデータでは、日本は世

界第3位と非常に高く、ドイツは25位、米国は35位で

ある48 。前述のように、数学や理科の分野において、 

日本は中等教育修了段階で、米国やドイツよりも平

均的に高い学力を有している。しかし、大学教育は

様相が異なる。企業は、生産現場や非管理職層の従

業員にスキルがなくても、管理監督者が生産性の高

いシステムを設計し管理することができれば、生産

性の高いビジネスを展開できる。なお大学のランキ

ングは、一般的に教員の研究・論文発表の実績や特

許の取得数に基づく。この基準では、世界のトップ

大学の半分が米国に存在する。QS世界大学ランキン

グでは、米国の高等教育システムは世界一であり、

ドイツは4位、日本は10位である49。 

 
前掲の日本の教育研究では、日本の学生が受ける複

雑な問題への取り組みやチームワークに関するトレ

ーニングについて、懸念があると論じている。この

ような問題は、大学への経済的リターンに影響を及

ぼす可能性があり、実際、 Baily, Bosworth and 

Kennedy (2021)の研究でもそのような結果が得られ

ている。 

平均教育年数（25歳以上） 

日本 

ドイツ 
米国 

出典：Barro and Lee (2013) 「1950-2010年世界の教育達成度新データセット」

Journal of Development Economic 104巻p184-98、更新データは世界開発報告

2020年及びUNESCOによる 

日米独における教育達成度 
 

図8 

日本 

ドイツ 

米国 

平均高等教育年数（25歳以上） 
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 米国の労働市場では、大卒の男性は、高卒の男

性と比較し平均して約44％の賃金プレミアムを

得ている50。 

  米国の大卒女性の高卒女性と比較した賃金プレ

ミアムは45％と、男性より僅かに高い。 

 ドイツでは同様に、大卒の賃金プレミアムは男

性が約37％、女性が約24％である。 

 日本の結果を見ると、学位取得の賃金プレミア

ムがかなり低い。男女とも、学位取得による賃

金プレミアムはわずか20％である。 

 
また、この調査では、大学卒業後に大学院へ進学し

た労働者についても調査している。 

 
 米国では、大学院教育（修士号以上）に対する賃

金プレミアムは男性で72％、女性で73％である。

米国の大学院教育では、ビジネススクールのMBA、

法律学、医学の学位などの専門的な資格を取得す

ることが非常に多い。一般的に米国では、こうし

た専門的な資格が高収入をもたらす。 

 ドイツでは、大学院教育（修士号以上）に対する

賃金プレミアムは男性59％、女性50％である。 

 日本では、大学院教育（修士号以上）の賃金プレ

ミアムは男性 47％と女性 44％である。この数字

は、学士号やそれに準ずる学位と比較して、より

高度な学位から十分なリターンが得られることを

示してはいるが、米国で得られる賃金プレミアム

の割合をはるかに下回っている。 

 
この結果は、日本の大学が提供する社会人準備教育

に対し大いに懸念を示すものである。市場経済では、

ある人の収入は、その人が給与を支払う企業に対し貢

献できる付加的あるいは限界的な生産量を反映してい

るといえる。日本の企業は、大学教育や修士号以上の

高学位さえも企業経営にとってそれほど価値があると

は考えていないようだ。事実、日本の雇用主は米国に

比べずっと低い割合でしか、高学歴教育を受けた労働

者に対し賃金プレミアムという形で補償していない51。 

 
この調査結果の別の一面も明らかにしなければなら

ない。日米独3カ国において、女性の賃金プレミアム

は男性の賃金プレミアムと同程度の割合ではある。た

だし、これは3カ国のいずれにおいても、男女の賃金

が同水準であるという意味ではない。 

表2： 25歳～65歳人口の学歴（2019年） 
 

教育レベル ドイツ 日本 米国 

初等教育：小学校 4  3 

中等教育（前半）：中学校 10  6 

中等教育（後半）：高等学校 3 47 42 

職業訓練学校a 53 (a) (a) 

短期高等教育 1 21 11 

学士号 16 31 24 

修士号 12 2 12 

博士号b 1 (b) 2 

合計 100 101 100 

出典：OECD Education at a Glance 2020 

表a1.1、教育達成度（25-64歳） 

(a). 日本と米国では、職業訓練は高等教育に含まれる。 

(b). 日本のデータは国の資料に基づき、博士号取得者は修士

号取得者に含まれる。 

 
平均すると、どの学歴レベルにおいても男性の方が

女性より賃金が高い。中等教育修了レベル、つまり

高卒の場合、日本の高卒女性は日本の高卒男性の約

35％の賃金しか得ていない。大学院卒の場合でも、

日本の院卒女性の賃金は院卒男性の約半分に過ぎな

い。つまり、日本では女性の平均収入は男性よりは

るかに少ないが、その差は学歴が高くなるほど小さ

くなる。したがって、高等教育は女性の賃金を押し

上げてはいるが、男性の賃金と均等であることを保

証するものではない。 

 
日本での教育へのリターンを向上させるアイデア：

これまでの議論を踏まえて、日本が教育システムから

受ける便益を向上させるために役立つアイデアや提案

を4つ紹介する。 

 
 中等教育以降、教師は問題解決やチームで問題に

取り組むことにより重点を置くことが望ましい。

個人であれチームであれ、生徒には新しいアイデ

アを探求し、創造的な思考を習得するように促す

べきだろう。 
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もちろん知識の習得も大切ではあるが、コンピ

ューター時代においては、情報をいかに見つけ、

問題解決のためにどの情報が最も重要かを判断

できるようになることの方が、より重要なので

ある。合理的かつ創造的な思考ができるように

なることこそ、最も必要な能力である。 

 学校や大学は、日本企業と協力し、企業が求める

能力を開発するためのカリキュラムを設計するこ

とも可能だ。これは、教育機関と企業は分離され

るべきだという立場からは、異論が出そうなアイ

デアではある。しかし、現在企業が学生の習得し

たスキル、特に大学で習得するスキルに満足して

いないことを考慮すれば、教育者とビジネスリー

ダーがより密接に関係構築を模索することが重要

である。教育関係者は、企業が何を重視し、採用

する学生に何を求めているかをもっと知るべきで

ある。何百万人もの学生が何年もかけて教育を受

けるのだから、その結果、卒業生が経済的に貢献

できるスキルを身につけ、十分な報酬を得てキャ

リアを積んでいくことは、日本の経済成長にとっ

ても不可欠なことにほかならない。 

 学生が夏季または1年間程度、企業で学ぶインタ

ーンシップ・プログラムは、職場について学び、

職業生活で成功するために何を学ぶ必要がある

かを知るために、役立つだろう。 

 現在、日本では、女性雇用がもたらす潜在的な経

済的リターンを逃している。伝統的に女性は結婚

したら仕事を辞めて育児に専念し、夫のために家

庭を守ることが期待されていた。そのため企業は

より責任ある、より高収入の職位への研修や昇進

機会において、女性をふさわしい候補者とは見な

さないことがままあった。今日、日本では女性の

労働参加率が高く、何百万人もの女性がやりがい

と経済的報酬を得られる良い仕事を探している。

女性労働者は、他の従業員を管理し、技術革新を

行い、企業を経営する高いスキルと優れた教養を

備え、日本経済に貢献することができる。女性の

労働参加率の向上は、すでに経済全体の成長にも

寄与している。だが、さらなる潜在的な可能性が 

あるはずで、実際、より多くの取り組みが行われ

ている。日本政府は、男女間の賃金格差の公表を

企業に義務づけ、平等性を高めようとしている。

かつては、自分の強みを活かせないような仕事で、

かつパートタイムで働かざるを得ない女性が多か

った。しかし現在では、キャリアを望むすべての

女性にとって、相応な正社員への昇進が可能にな

りつつある。むろん、人々の意識を変えることは

難しく、完全な平等が達成されるまでには時間が

かかるだろう。しかし、その見返りは大きいので

ある。 

 
これらの提案のいくつかには反発があるかもしれな

い。教授陣や学術機関は学問の独立性を守り、ビジネ

ス現場の緊迫したニーズから学問を切り離すことが重

要であると考えている。そしてもちろん、学生が特定

の職業や特定の業界向けの狭いスキルだけでなく、生

涯を通じ役に立つ一般的なスキルを身につけることも

重要である。純粋な教育から得られる利益と、就職に

必要なスキルから得られる利益との間で、バランスが

とられていなければならない。しかし今のところ、日

本の教育システムは、学生に必要な能力を提供してい

ないように思われる。批判的思考、複雑な問題への対

処、実験的学習などは、企業だけでなく多くの職業で

価値のある一般的な能力である。 

 
コンサルティング企業による日本に関する研究から

引用できる追加的なアイデアとして、オーストラリア

で開発されたタイプの労働力の生産性を考える組織を

作ることが挙げられる。報告書では、日本では雇用ニ

ーズのある仕事と労働者のスキルがうまくマッチング

していないと指摘している。製造業では求人に対して

労働者が多すぎるし、伝統的なオフィスワークを探す

労働者が多すぎる一方で、サービスや医療・介護現場

では希望する労働者が少ないというのだ。この組織は、

労働市場を評価し、どこに余剰と不足があるのかを見

極めることになる。 

 
本研究は、日本の教育改革について示唆を与えて

いるに過ぎない。米国の教育システムの問題点は非

常に明白であり、特に中等教育は問題が深刻で、日

本など他国のモデルとはなりえない。 
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しかし、日本の経済成長の停滞に対する懸念や、強

いイノベーション力を開発する必要性を考えると、

ビジネスリーダー、教育者、政府部門のリーダーに

とって、卒業生が良い仕事に就き、より生産的にな

るための大規模な教育システム改革を推進すること

が重要である。 

 
日本の生産性向上戦略の最後の柱は、製造業、特に

先進的な製造業に関わるものである。これについては、

次章で述べる。 

 

 

 

 

VIII. 日本における
先端技術・製造業の業
績向上 

本研究の冒頭で、製造業が経済全体の生産性上昇

の重要な原動力であることを確認した。米国では、

製造業が企業部門全体の TFP 上昇率に圧倒的に大き

く寄与している。しかも、製造業の TFP 上昇率の大

半はコンピューターと半導体が占めている。米国で

は、COVID-19の大流行前の数年間にTFP上昇が低下

しており、これはコロナ禍前であったがゆえに、一

層懸念すべきこととなっている。 

 
日本経済は、かつてハイテク製造業が好調だった。

自動車産業は、優れた車を手ごろな価格で提供するこ

とで世界をリードするようになった。また集積回路、

ゲーム機、薄型テレビ、ブルーレイなど、エレクトロ

ニクス分野でもリーダーシップを発揮してきたし、工

作機械や産業機械分野でも日本企業は強みを発揮して

いる。日本の製造業と製品開発は、設計と段階的な改

良によって非常に高い品質に到達しており、その優位

性は今も健在である。 

1980年代から90年代にかけ、日本の産業モデルによ

って米国企業が先進工業製品市場から駆逐されてしま

うという懸念から、米国では日本からの輸入を制限し

ようとする動きがあった。関税や輸入割当て制限とい

った日本からの輸入制限が発動されたため、日本の自

動車やエレクトロニクス産業は北米に工場を建設する

ことを余儀なくされたのである。 

 
日本の成功を契機にわきおこった米国製造業の業績

に対する懸念は、十分な根拠を持っていることが明ら

かになった。米国の製造業は好調を持続している分野

もあるが、そのほとんどが不調に終わっている。米国

製造業の雇用は2000年の1964万人から2019年には

1574万人に減少し、さらに2021年には1556万人に減

少した52。米国は製造業で非常に大きな貿易赤字を計

上している53。しかし米国企業は、北米での生産はし

ていなくても、多くの分野で技術的なリーダーシップ

を維持している。米国企業は他国への製造委託を進め

ることにより、固定資産への投資を最小限に抑え、場

合によっては低賃金国での生産により人件費を削減す

る「アセットライト」アプローチを採ったのだ。例え

ば、アップル社は世界で最も価値のある企業の一つと

なっているが、その製品の多くは中国で委託生産され、

部品は台湾やその他の日本を含むアジア地域で製造さ

れている。アップルは製品のデザイン、マーケティン

グ、販売をコントロールし、利益のほとんどを回収し

ている。 

 
さらにシリコンバレーをはじめとする米国のテクノ

ロジーセンターは大成功を収め、雇用と富を生み出し

ている。そのほとんどはアイデア重視で、製造業には

力を入れていない。米国内に残る製造業は無駄がなく

生産性も高いが、経済全体のごく一部に過ぎない。こ

の業界には、たとえば航空宇宙分野などで優位性が残

っている。また、世界的な緊張の高まりや中国との軋

轢を考えると、製造業の国内回帰もあるかもしれない。

しかし、米国の製造業は、経済全体の規模に比べれば

小さいままにとどまるだろう。 

 
日本も製造業は世界的にも、雇用面でもかつての

地位を失っている。製造業の雇用は2002年には1202

万人であったが、2019年は1063万人に減少し、2021

年には1037万人にまで減少した。



生産性研究からの教訓 32 
 

さらに、日本では、シリコンバレーや他の米国地域で

みられたような技術クラスターの成功はみられていな

い。日本にとって困難を抱える産業の一つはコンピュ

ーターとエレクトロニクス産業であり、日本企業は韓

国、中国、 台湾、米国企業に市場シェアを奪われてい

る55 。1975 年から 85 年にかけて、日本企業と政府の

共同研究開発である「超大規模集積回路」（VLSI）プ

ロジェクトで成功し、日本はこの技術で世界的リーダ

ー になったにもかかわらず、である56。
 

 
しかし、コンピューターやチップの分野では、日本

はIBMとそのメインフレーム・コンピューターにおけ

る優位性を自国の産業戦略ターゲットとして捉え、メ

インフレーム産業の育成に資源を投入していった。日

本は確かに優れたメインフレーム技術を開発したが、

パソコンへの移行やマイクロソフト、インテルの台頭

は予想できなかった。また、近年のコンピューターチ

ップ・デザインの発展においても、日本企業は大きな

役割を担っていない。カリフォルニア大学バークレー

校のRISC技術をベースに開発された新しい設計アプロ

ーチが生まれている。英国の設計会社ARM社57が、ア

ップル社、エヌビディア社とともに実用化したもので

ある。この新しい設計は、モバイル機器に広く採用さ

れ、インテルのコンピューターチップの主要な競争相

手となりつつある。日本企業もARMの設計を活用して

おり、例えば、富士通はARMチップの設計を利用して、

1秒間に数十億回の計算が可能なトップランクのスー

パーコンピューターを製造している58。 

 
自動車産業では、日本企業は依然として世界的に強

いものの、韓国の現代・起亜自動車、中国の新興企業、

そして米国のテスラとの競争にさらされている。バッ

テリー駆動の電気自動車で、テスラは自動車会社の中

でも圧倒的に高い市場価値を持っている。トヨタ自動

車はハイブリッド車のパイオニアであり、現在もこの

技術で世界をリードしているが、バッテリー駆動に代

わり燃料電池車の開発に賭けた（トヨタ・ミライ）。

燃料電池車は現在失敗に終わったと考えられてはいる

が、水素を燃料とするバスや大型車での潜在性は高い
59。日本やドイツの自動車会社は依然として世界的規

模を有しているが、リーダーであり続けるためには、

継続的なイノベーションの成功が必要である。

 

日本における設備投資の改善 

 
資本投資と資本集約度の経時的な上昇は、1957年の

ソローの有名な著作以前には重視されていた。しかし

生産性上昇に関する研究により、生産性上昇の源泉と

してさほど重要でないことが示された。しかし、だか

らといって、資本投資が重要でないわけではない。図

1は、資本が過去のすべての時代において米国の経済

成長に大きく貢献し、TFPの上昇率が低下したときに

も重要な成長要因であり続けたことを示している。

Baily, Bosworth and Doshi (2020)の研究では、近年の

日本における生産性の全体的な上昇率の鈍化に、設備

投資の弱さが寄与していることを明らかにした。設備

投資の水準を高めることは、全体の成長を高めるため

の重要な戦略であり、特に製造業にとって重要である。

しかしはたして、それは実現可能だろうか。 

 

設備投資不足の原因は、80年代末の金融危機で企業

や銀行が苦境に陥ったことにあると言われている。少

なくとも1990年代前半までは、設備投資を控えるとい

う経営判断は正しかったといえる。しかし、投資水準

が今なお低いままであり続ける背景には、別の要因が

示唆されている。第一に、設備投資は新しい技術やビ

ジネスモデルに追随する傾向があるということだ。

TFPの急速な上昇は急激な資本投下を誘発するが、

TFP上昇の鈍化は逆に投資を抑制する効果があったの

だ。 

 
第二に、投資は資本コストの影響を受ける。資本コ

ストには2つの要素があり、一つは金利コスト、つま

り企業が投資をするための借入金がどれだけ高いかで

ある。もう一つは株式のパフォーマンスである。株式

市場の評価である株価が高ければ、内部留保を投資資

金に充て、必要に応じて新株を発行し、事業拡大資金

を調達することができる。企業のCEOは、株価が堅調

であれば、新規投資に対してリスクを取りたいと思う

ものである。日本では金利が非常に低いので、金融業

界の回復によって、借入が投資の障害になることはな

かったはずだ。
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しかし、1990年代前半のバブル崩壊による暴落で株

価は非常に大きな打撃を受け、回復に長い時間がか

かっている。日本では、以降企業内に慎重な姿勢が

根付いてしまい、それが投資を抑制しているのだろ

う。 

 
もう一つの理由は、労働力人口の伸び悩みである。

労働力人口が急速に増加していれば、新たな労働者に

対しすでに普及している資本設備を以前と同水準にな

るよう装備するだけで、新たな投資が必要となる。そ

れは、新しい資本財が最新技術を具現化していれば

成長優位となり、逆に労働力の伸び悩みはそれ自体

が成長の足かせになる。加えて、多くの企業は、海外

に生産拠点を設けなければ競争に勝てないと判断して

いる。理由としては、日本からの輸出品に貿易障壁が

あること、日本国内の労働者不足への懸念など、さ

まざまである。 

 
こういった投資抑制要因の中には、変えられないも

のもあるが、変えられるものもある。投資を活性化さ

せる最も重要な鍵は、イノベーションを促進すること

であり、これについては次節で述べる。また、女性労

働力の活用も投資を促進させる。日本の労働力人口の

増加は、女性の労働市場への参加によって支えられて

きたが、女性の雇用はしばしば低賃金のパートタイム

であった。完全な労働者として、企業に十分に評価さ

れ活用されている状態とは言いがたい。このような状

況を改め、従来、男性が担ってきた仕事を女性が担う

ようになれば、投資を促進することができる。また、

日本への移民を奨励することも、労働者不足の解消に

役立つ。 

 

日本におけるイノベーションと研究開発：

問題点と解決策の可能性 

 
以上のような制約要因はあるものの、日本のイノベ

ーションへの取り組みは、研究開発面では非常に力強

い。日本はGDPの3%以上を研究開発に投資しており60、

米国やドイツとほぼ同水準で世界のトップクラスを維

持している（ただし、米国は2020年にワクチン研究費

の大幅増額で研究開発割合が跳ね上がった）。 

 
世界知的所有権機関（WIPO）は、先進国および新興

国173カ国のイノベーションの成果を追跡するため、 

グローバル・イノベーション・インデックスを開発した。 

2021年版指数では、米国はスイス、スウェーデンに次

いで世界第3位である。ドイツは 10 位、日本は英国、韓

国、シンガポール、フランス、中国に次いで 13 位である
61。 

WIPOは、イノベーションを成功させるために重要

な要因を集計に利用している。日本の強みとしては、

研究開発の規模（企業による研究開発と企業内研究者

の比率）、電子化率、民間企業への国内融資額、国内

市場規模、特許ファミリー数、知的財産再取得額、製造

業と輸出品の複雑性、余剰人員解雇のコスト、債務超

過解消の容易さなどが指摘されている。また一方で、

起業のしやすさ、教育への支出、理工系学部卒業生数、

信用供与の受けやすさ、関税率の高さ、海外からの研

究開発資金額、海外直接投資の流入額、労働生産性上

昇率、そして新規創業社数などの弱点も指摘されてい

る。これらは、全世界と比較した場合の弱点であるが、

他の先進諸国と比較すると、高等教育への就学率、ベ

ンチャーキャピタル取引、ジョイントベンチャー取引、

科学技術論文の出版、オンライン創造性におけるいく

つかの指標などで、さらなる弱点も見られた。 

 
日本が現在直面しているイノベーションへの取り組み

の難しさを示すものとして、特許出願のパターンがある。

日本は電池技術やロボット技術など多くの分野で重要な

特許を保有しており、2000年代前半には米国やEU全体

よりも多くの特許を出願していた。しかし、2000年から

2019年にかけて、米国での特許取得率が年率4.3％の上昇

であったのに対し、日本の年間特許出願件数は年率1.7%

で減少している62。 
 

Arora, Branstetter, and Drev (2010)は、日本の IT 産

業の問題の一因は、ハードウェアからソフトウェアへの

イノベーションへのシフトにあったと論じている。日本

の IT 産業はハードウェア開発に重点を置いていたのに

対し、シリコンバレーの IT 産業はソフトウェア開発に

シフトしていたのである。ハードウェアが成熟しムー

アの法則のペースが落ちると、潜在的なイノベーショ

ンの可能性は、革新的なビジネスや消費財を生み出す

ためにソフトウェアをどのように使うか、に移ってい

った。日本の産業界はこの転換に乗り遅れたが、その原

因は人材の問題であったと著者らは指摘する。 
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中国はイノベーション分野で存在感を増しており、イ

ノベーション大国を目指して研究に資金を注いでいる。

中国は2000年から19年にかけて特許出願件数が年率

10％のペースで増加し、現在では他の主要国の合計よ

りも多くの特許を出願している。もっとも中国の特許

の多くは研究資金やプロモーションのために出願され

たもので、あまり価値がなく、評論家によっては中国

特許の90％は「がらくた」であると評価されている63 。

それでも、中国には膨大な資源があり、イノベーショ

ン能力を高めるために資金を浪費する余裕があるので

ある。中国の野望は、世界のイノベーションリーダー

になることである。 

 

一方で、特許を重視しすぎないことも重要である。

生産性を向上させるイノベーションの多くは、先述

の通りソフト・イノベーションによってもたらされ

ているからだ。しかし特許取得率の低下は、日本が

多額の研究開発投資を行っているにもかかわらず、

相応の価値を享受していない可能性を示す一つの兆

候である。 

 
日本の研究開発のパフォーマンスを向上させるた

めには、どうしたらよいのだろうか。日本の研究開

発に関する懸念の一つは、企業の研究開発プログラ

ムにおける労働以外のコストベースが大きい、つま

り日本の研究開発プロセス自体の生産性が低いとい

うことである。コストベースが大きいのは、グロー

バルなオペレーションとサプライチェーン・マネジ

メントにおける非効率性の結果である64。これは、

日本における研究開発プロセスそのものをよりスリ

ムで生産性の高いものにできる可能性があることを

示唆している。また、ブルッキングス研究所の同僚

であるDany BaharとSelen Őzdoğanによる日本生産

性本部支援による研究（2021年）では、日本の研究

開発の弱さの一因として、グローバルなパートナー

組織や研究者との連携が弱いことにあると論じてい

る。さらに、日本に来る可能性のある外国人研究者

は、文化や言語の相違により高い障壁にさらされ

ているとも指摘している。 

 

日本銀行の調査では、日本の研究開発の成果を妨

げている3つの要因が指摘されている。第一は、漸

進的な改良に重点を置いていることである。 

 

この戦略こそ、日本にとって有益であり、それ以前に

世界をリードしてきた重要な要因でもあった。そして

日本の自動車メーカーの強みでもあるのだが、大きな

ブレークスルーを逃すという欠点がある。第二に顧客

との対話が不足しており、顧客のニーズに合わない新

製品を生み出す可能性がある。このような日本銀行の

指摘は参考になるが、日本が漸進的なイノベーション

にのみ注力してきたという議論には疑問が残る。VLSI

開発プロジェクトは大きな技術推進力により、成功を

収めた。メインフレーム・コンピューター産業強化を

目指したプログラムも大きな取り組みであったが、期

待したほどの成果は得られなかった。研究開発プロジ

ェクトは常に不確実なものであり、成功の鍵は、市場

や技術の方向性の変化に柔軟に対応することである。

最初にイノベーションを起こす必要はないのである。 

 
重要な技術革新を最初に行った企業が、その後も市

場を支配できると考えがちだが、そうでない場合も多

い。 1990 年代初頭には、Aliweb、WebCrawler、

Altavista、Yahoo などの様々な検索エンジンが開発さ

れた66。Google は中国の Baidu と同様により優れた検

索エンジンを開発し、今では業界を席巻している。ブ

ラックベリーは、アップルが独自のスマートフォンを

発売する前に素晴らしいスマートフォンを開発し、大

成功を収めた。イノベーションの成功は、変化する市

場や状況に対応することから生まれる。 

 
コンサルティング会社マッキンゼーの報告書は、日

本の研究開発を改善するための手段を3つの主要なポ

イントに基づいて評価している67 。世界中の企業は、

新しいデジタル技術を利用してワークフローを合理化

し、チーム間、事業部門間、顧客やその他の外部アク

ターとの効率的な情報交換を促進することに取り組ん

でいる。世界のCEOを対象とした調査では、デジタ

ル・トランスフォーメーション・プログラムが持続的

な業績向上につながったと考えるCEOは15%未満であ

ったと報告されている。また、日本の研究開発部門の

経営者を対象とした調査では、社内業務のデジタル化

について明確な戦略をもっているのは45%に過ぎない

ことが報告されている。新しいデジタルツールの導入

にあたっては、システム間の互換性がなく、導入され

る新しいシステムとの互換性すらない現存のレガシー

システム問題に直面することが多い。
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既存のスタッフは、すでに導入されているシステム

習得に多大な投資をしているため、大きな変化を起

こすことに消極的であることが多い。 

 
2つ目は、対応スピードの問題である。多くの日本

企業が、状況の変化に俊敏に対応するという考え方

を受け入れていない、という指摘である。日本企業

は、漸進的な変化しか受け入れず、市場の急激な要

求に応じて行動を変えることが難しいというのであ

る（この点は、先ほどの議論と関連している）。日

本企業は通常、階層的であり、プロジェクト実行前

に長い計画を立てる。製造業では、試作品開発から

大量生産への移行をスムーズにするために、早期に

仕様を固める文化がある。この文化は、アジャイル

な手法が求められる新たなデジタル技術を採用する

上で、衝突するものである。 

 
3つ目の課題は人材である。2020 年時点で日本の IT 

技術者は 24 万人不足しているが、2030 年までに さ

らに60 万人まで不足すると予想されており、特にソ

フトウェア・エンジニアリングとプロジェクト・マ

ネジメントの分野での不足が顕著になる。デジタル

技術の分野で最も優秀な卒業生の中には、従来のエ

ンジニアリング企業ではなく、人工知能のようなエ

キサイティングな新分野の仕事に興味を持つ人もい

る。人材不足を解消するために、企業はプロジェク

トの選別を強化し、収益性の低いプロジェクトを排

除する一方、主要な新製品ラインにつながるプロジ

ェクトに焦点を当てることができるだろう。企業は

自分たちの将来の姿を決め、それを実現するために

どのようなプロジェクトが必要かを判断する必要が

ある。外部に協力者を求めることも業績を向上させ、

スキル不足を解消する方法のひとつである。外部協

力者は、すでにあるスキルや能力を補う能力をもた

らしてくれるからだ。これは、より高度な開発プラ

ットフォームやソフトウェア開発への移行において

特に重要なことである。 

日本のベンチャーキャピタル業界の強化 

 
Baily, Bosworth, and Kennedy (2021)は、過去半世紀

にわたり米国では、リスクの高い新しいアイデアや技

術の事業化に注力する将来性の高いスタートアップ企

業にとって、ベンチャーキャピタル（VC）が重要な代

替資金源として台頭してきたと述べた。1995年から

2019年にかけての米国における新規株式公開（IPO）

の約半分をVCが支援する企業が占めた（Lerner and 

Nanda、2020 年）。実際、米国内の大企業には、創業

期にベンチャーキャピタルの資金調達に頼っていた企

業も多い。OECDによると、2019年のベンチャーキャ

ピタル投資は1640億ドルに達し、その82％は米国で投

資されている。しかし経済全体の規模から見ると、ベ

ンチャーキャピタル投資は米国でもまだ小さく、GDP

の約0.6%を占めているに過ぎない69。 

 

米国におけるベンチャー・ファイナンスはどのよう

に発展してきたのか。米国におけるベンチャーキャピ

タル市場の初期の発展においては、年金基金への投資

規制自由化が重要な役割を果たしたが、近年では公

的・私的年金基金、保険会社、個人、大学の寄付金、

財団など、非常に多様な資金がベンチャーキャピタル

ファンドに集まってきている。通常、ベンチャーキャ

ピタルは、投資家をリミテッドパートナー、自社をジ

ェネラルパートナーとするリミテッドパートナーシッ

プを設立する。各ファンドは、7年から10年の期間を

持つ独立したパートナーシップである。その結果、企

業が買収されたり、株式が公開されたりしたときに、

報酬が支払われる。ファンドの出口としては、IPOも

あるが、ほとんど（2004-20年の92％）がM&Aによる

ものである。また、米国ではコーポレートベンチャー

キャピタルファンド（CVC）が大きく成長しており、

2018年にはVC活動全体の約20％を占めるに至ってい

る70。 CVCは投資を目的として設立されるもので、他

者が運営するベンチャーキャピタルファンドのリミテ

ッドパートナーになるのではなく、企業の資金を直接、

外部の新規事業者に投下している。 
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OECDによると、日本におけるベンチャーキャピタ

ルへの投資は米国よりもずっと小規模で、2019年では

米国の1356億ドルに対し25億ドル相当しかない。ただ

し日本ではスタートアップへの投資水準はまだ低いも

のの、近年は急速な拡大がみられる。東京に拠点を置

くデータトラッカーであるInitial Inc.によると、スター

トアップの資金は2019年までの7年間で7倍に増加し、

最大48億ドルに達した71。この拡大は、これまでそう

した活動を制限していた規制の緩和によって促進され

たものである。なお米国では資金提供者が多様である

のに対し、日本では銀行、非金融法人がベンチャーキ

ャピタル資金提供の約6割を占めている。また日本で

は外部企業の買収とその組織文化の統合が依然として

否定的な意味合いを持つため、米国と異なりIPOが主

要な出口であり続けている。さらに革新的な小企業の

成長を阻む大きな要因は、広義には文化的要因である

と思われる。その要因の1つが、失敗にまつわるステ

ィグマ（社会的な烙印）である。シリコンバレーでは、

起業家は過去に一つ以上の失敗を経験していることは

通常だと考えられている。リスクの高いプロジェクト

は必然的に失敗も多いものだが、ひとたび成功すれば

失敗時のコストなど十分に補って余りある。日本では、

起業の失敗は非常にネガティブに捉えられ、その企業

で働いた人が将来資金を得ることが難しくなってしま

うのだ。 

 
日本のスタートアップの限界を示すものとして、評

価額10億ドル以上のスタートアップ企業である「ユニ

コーン」数の少なさがある。2022年7月現在、世界の

ユニコーンは1,100社で日本にはわずか6社しかない72。 

 

日本政府は、ベンチャー資金調達の拡大に取り組ん

でいる。例えば、政府系の産業革新投資機構は、2020

年に12億ドルのファンドを創設した。日本におけるベ

ンチャー企業拡大の障害のひとつは、新会社設立のリ

スクを引き受けようという、若い起業家が不足してい

ることである。「配偶者ブロック」といわれるように、

老舗の名門企業ではなく新興企業への就職を希望する

若者に対し、家族が反対することも多い。産業革新投

資機構のような公的組織の参入は、新興企業文化への

信頼性を高め、若者の起業を促進する可能性がある73。 

 
 
 

日本におけるベンチャーキャピタルに対して楽観的な

見方をしているのは、ノースビレッジ・インベストメン

トのCEOである北村元哉氏（2021年）だ。彼は日本の環

境には、根本的な変化が起きていると指摘する。第一に、

アジアの若者の新しいロールモデルとして、スタートア

ップ企業で成功を収めた起業家の存在だ。ソフトバンク

の孫正義、楽天の三木谷浩史、ZOZOの前澤友作など数

名が挙げられている。第二に、電通、ANA、ソニー、

KDDIなど、日本の大企業が独自のベンチャーキャピタル

子会社を設立している。また、独立系のインキュベータ

ー・ファンドが登場し、小規模ながらスタートアップ企

業にとって重要な存在になりつつあると見ている。第三

に、エンジェル投資の増加である。これは日本では新し

い動きであり、現在、富裕層の投資家が機会を求めて複

数のスタートアップに投資している。日本は世界で3番

目に億万長者の人口が多く、マイナス金利の影響で投資

家がより高いリターンを求めていることも指摘されてい

る。また、北村は、東京証券取引所が取引市場の合理化

に向けて改革を発表し、これまで安定性や成熟性を重視

してきたのに対し、成長が見込まれる新興企業を対象と

したグロース部門を設置したことを指摘する。 

 
カーネギー国際平和財団（ワシントン）のシニアフェ

ローであり、日本・シリコンバレー・イノベーション

イニシアティブのリーダーを務めている櫛田健児氏は、

イノベーションにおける日米協力の重要性を主張して

いる74。 第一の課題は、イノベーションに必要な資金を

確保すると同時に、民間部門が貢献するためのインセ

ンティブを確保することである。シリコンバレーやマ

サチューセッツ州のケンブリッジ、ノースカロライナ

州のリサーチ・トライアングルといった米国の研究拠

点では、政府が大学や研究所に資金を提供し、その結

果生まれた技術開発を民間企業のスタートアップに移

行するというモデルが採用された。その上で、太平洋

を越えた日米の連携が必要だと主張する。またスター

トアップ企業の成功のためには、ベンチャー企業と資

金提供だけでなく、成熟後にそのベンチャー企業を買

収する大企業、柔軟な労働市場、法律事務所や会計事務

所、インキュベータなどの各支援が必要だと説く。彼は

また、米国の技術系企業に対する外国企業の関与を制限

する米国の規制が、日米協力の障壁になっていることも

指摘している。 
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日米協力に関する櫛田氏の主張は、より広範なもの

に展開可能だろう。本研究の冒頭で述べたように、よ

り多くの人々が英語に堪能になり、日本国外での生活

や仕事の経験を持つことで、日本はより深い国際的な

連携や協働の恩恵を受けることができるだろう。 

 
ドイツでもVC投資は伸びており、EUの中でも主要

なVC投資先となっている。ただしGDPに占める投資

額の割合は日本よりわずかに大きい程度で、米国の

10分の1以下に過ぎない。評価額10億ドルの新興企

業の出現率は日本よりはるかに高い。また、ドイツ

経済には多くの中堅製造業（ミッテルシュタント企

業）が存在しており、規模が小さいにもかかわらず

イノベーションに成功している。ニッチ製品への注

力によりイノベーションを起こすためのリソースを

賄い、ほとんどが漸進的なイノベーションを行い、

顧客と常に交流してイノベーションを成功へと導く

（De Massis et al.2017）。これらの中堅企業はまた

輸出志向でもある。 

 
これまでの文献レビューに基づき、日本におけるベ

ンチャーキャピタルとスタートアップ企業の成功を促

進するために取るべきステップをまとめると、以下の

ようになる75。 

 
 政府、大企業、富裕層、海外からのベンチャー

キャピタルの資金を増やす。そのためには、税

制優遇措置が有効で、イスラエルの参考事例が

ある。 

 大学や研究所と連携し、若者の小規模・新興企

業への就職に対する意識を変える。会社の失敗

に対する意識を変える必要もある。 

 スタートアップが奨励されるよう、日本の規制

環境を見直す。成功した新興企業が、買収や株

式公開を通じ、容易に出口戦略を選択できるよ

うにする。 

 ビジネスインキュベーターを育成する。これは、

ニューヨーク、ボストン／ケンブリッジ、ノース

カロライナ、シリコンバレーなど米国の各地域で

行われている。 

 

 日本の起業家、技術者、科学者がアジア、米国、

欧州の革新的な活動に参加できるような、国際

的視野の拡大を推進する。 

 

結論 

生産性に関する研究はなお未知の部分がある一方で、

成長の源泉や、企業や労働者、そして政府がどのよう

に対応すればより速い成長につながるのか、重要な結

論に達しつつある。わずかな改善であっても、生産性

上昇が長い期間にわたり蓄積されれば、生活水準の大

幅な改善をもたらす可能性がある。 

 
日本は生産性上昇率を引き上げ、米国やドイツなど

の生産性水準への収束を完了させるという、特有の機

会を有している。日本には世界をリードする企業が数

多く存在するが、一方で、規制や貿易・投資制限に守

られている産業も存在する。より広い意味で、日本の

ビジネスリーダーは国際的な視野を持ち、どこであれ

世界トップレベルの生産性目標を採用することが重要

である。米国の自動車企業ビッグスリーの運命は、ま

さに企業が偏狭になって変化に抵抗するとその行く末

がどうなるのか、警告するものである。 

 
さらに日本はスタートアップやイノベーションの

文化を変えていかなければならない。競争の激しい

今日のグローバル経済下において、リスクを取るこ

とはもはや不可欠である。つまり、企業も個人も失

敗を厭わないことが必要なのだ。たとえその会社が

失敗に終わっても、創造的で新しいビジネスを始め

る人は報われるべきである。失敗から学んだことは

常に貴重であり、将来の成功への道筋を示すことが

できるからだ。 
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